
第２期宮崎市地方創生総合戦略　重点目標及びＫＰＩ(重要業績成果指標)等実績評価シート

重点
項目

基本的
方向

A B C D E F G Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ Ｌ Ｍ Ｎ Ｏ Ｐ
2020 2021 2022 2023 2024

71.3 73.5 75.0 75.9 76.8

68.0 68.1

A B C D E F G H I Ｊ Ｋ Ｌ Ｎ Ｏ Ｐ Ｑ Ｒ S T

2020 2021 2022 2023 2024

2021当初
予算額(円)

2021
決算額(円)

79.0 79.5 80.0 91.5 93.0 ・妊婦健康診査事業 277,650,000 278,063,896

96.3 96.1 ・産婦健康診査事業 31,900,000 28,875,606

345 345 345 400 400

403 657

１　多様なライフスタイルに対応した
　　「子育て支援の充実」

■ 結婚・妊娠・出産・子育ての希望がかなうよう、個人の気持ちを後押しし、選択の幅を広げる取組を推進する。
■ 子どもたちに幸せの実感が得られるよう、家庭をはじめ、市民や地域の子育てや家事に対する認識を高め、子育ての時間を豊かにする。
■ 多様なライフスタイルや社会情勢の変化に柔軟に対応するため、教育・保育環境の充実保育士等の人材確保のほか、スキルの高い保育士等の育成を図る。
■ 子どもたちが、その置かれた状況にかかわらず、将来への夢をもって成長できるようにする。
■ 学校や地域、ＮＰＯ、企業等の多様な主体との連携などにより、放課後等の支援体制を確保し、子どもが安心して過ごせる環境を充実する。
■ 子育て支援施設が有する情報を充実させ、関係機関との連携強化や一元的な対応により、子育て世代が利用したり、相談したりしやすい環境を整備する。
■ 幼少期から教育を通して、地域資源や社会資源を生かしたキャリア人材を育成し、地域への愛着や関心を高める。

目標値

実績値

目標値

実績値

重点目標
現況値

(2020.3策定
時)

出典等
2021

達成率
評価 実績値(2021)に対する説明 担当課

「子育てしやすい地域である」と
思う人の割合(％)

62.9
(2018)

市民意
識調査

92.7% 4 

・昨年度実績と比較すると上昇しているが、目標を達成するこ
とはできなかった。子育てに関する情報不足や、保護者の就労
状況の変化に伴う多様なニーズに対応できていない状況が一部
あると推測する。

子育て支援課

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(2020.3策定
時)

出典等 NO
2021

達成率
評価

実績値(2021)
に対する説明

主な取組(2021)の内容及び成果 課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業　　　　　　　 

担当課

産婦健診受
診率
(％)

86.2
(2018)

親子
保健
課調
べ

1 120.9% 5 

・産科医療機関との連
携、対象者への説明等
により、産婦健診につ
いての周知を図り、目
標は達成した。

・産後２週間と１か月に健診を行い、健診結
果から産後うつを早期発見し支援に繋げてい
る。
2021年度実績
　産後２週間健診　2,660人
　産後１か月健診　2,915人

・特定不妊治療（体外受精及び顕微授精）に
かかる保険適用外の治療について、令和３年
１月１日以降に終了した治療に対する拡充し
た助成を2021年度も引続き行なったことで、
より多くの不妊に悩む夫婦への経済的支援を
行うことができた。

・2021年度から里帰り先でも受診で
きるよう、県外医療機関での受診助
成を拡大した。引き続き、妊娠届出
時に里帰りする妊婦に対しての周知
を図る。

親子保
健課

特定不妊治
療費助成件
数
(件)

386
(2018)

親子
保健
課調
べ

2 190.4% 5 

・不妊治療費助成制度
の拡充（出産等後の助
成回数のリセット・所
得制限の撤廃）や、コ
ロナ禍で治療を控えて
いた夫婦が2021年度に
治療した影響も考えら
れ、件数が増加し目標
は達成した。

・不妊治療支援事業 121,000,000 170,470,794

3

・結婚する意欲のある県内在住の独身者を募
集し、みやざき共創都市圏(宮崎市・国富町・
綾町)在住の独身者とのペアリングを行い、幸
せの黄色いポスト等を活用した「恋文」のや
りとりを経て、交際や結婚につなげる婚活サ
ポート事業を実施した。

【2021年度実績】
・登録者数：計412人(2022年3月31日現在)
　(内訳：男性161人、女性：251人)
・ペアリング数：222組(445人)
　※ペアリング人数は、イベント分(男性10人
/女性９人参加)を含む。
・恋文(222組中)
　成立63組、不成立159組
・対面(63組中)
　成立17組、不成立19組、恋文中27組
・連絡先交換(17組中)
　あり10組、なし７組　

・2021年度末現在で400人を超える
登録があり、20・30代の比率が全体
を約70％を占めている一方、男性登
録者数が女性登録者数よりも少ない
状況となっている（男性約40％・女
性約60％）。また、連絡先交換以
降、交際・結婚には至っていない。

・今後、20・30代の比率の更なる引
き上げ及び男女の登録者数の均衡を
図るとともに、募集対象の拡充、ペ
アリングイベントの回数増及び情報
発信の見直し等に取り組み、更なる
交流機会の創出や交際・結婚につな
がる支援の充実に努める。

・みやざき恋文プロジェ
クト事業

2,500,000 2,500,000
子育て
支援課

4

・コロナ禍の状況に配慮して、独身女性を対
象としたオンライン参加による農業体験や農
業者との交流会を実施した。

・オンラインでのイベントを２回開
催し参加者は男女合わせて25名、
カップルは７組成立しており一定の
成果を得ることができたが、効果的
な周知方法や参加者のプロフィ-ル
等を参加者に事前に提供する等の工
夫を検討する。

・農業者ワークライフ支
援事業

500,000 370,987
農業委
員会

結婚サ
ポート
や出産
ケアの
充実

○ 県等の関係機
関と連携するな
ど、結婚を希望
する独身者に出
会いの場を提供
する。

○ 妊産婦健診の
充実など、安心
して出産できる
環境を整備す
る。

○ 不妊に悩む夫
婦に対して、不
妊治療に係る経
済的な支援を行
う。

 資料１-２

※重点目標及びＫＰＩの欄に「★」が付記しているものは、2021年度実績値が未確定のため、2020年度実績値を用いて達成率を算出
※重点目標及びＫＰＩの欄が「白抜き文字」のものは、評価が３以下かつ新型コロナウイルス感染症の影響を受けた指標
※重点目標及びＫＰＩの欄が「太枠で囲み、下線を引いている」ものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標 1 ①子育て支援の充実（1～21）



2020 2021 2022 2023 2024

2021当初
予算額(円)

2021
決算額(円)

目標値

実績値

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(2020.3策定
時)

出典等 NO
2021

達成率
評価

実績値(2021)
に対する説明

主な取組(2021)の内容及び成果 課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業　　　　　　　 

担当課

・子ども医療費助成事業 1,550,000,000 1,507,747,576

・乳幼児等定期予防接種
事業

1,004,700,000 884,371,839

・乳幼児任意予防接種事
業

26,700,000 22,763,777

・乳幼児健康診査事業 61,000,000 56,473,776

・みやざき安心子育て包
括支援事業

4,200,000 2,825,119

・母子訪問事業 6,900,000 6,928,100

・新生児聴覚検査事業 15,000,000 14,203,888

・離乳食教室事業 570,000 411,459

・乳幼児発達相談事業 2,209,000 1,381,024

・小児慢性特定疾病支援
事業

180,000,000 189,508,113

・私立保育所運営費 8,330,000,000 7,931,762,410

・認定こども園施設型給
付事業

9,570,000,000 9,453,339,291

・地域型保育給付事業 362,000,000 357,487,180

・延長保育促進事業 100,000,000 69,614,332

・一時預かり事業(幼稚
園型)補助事業

143,000,000 136,015,583

・一時預かり事業費補助
事業

233,000,000 172,948,268

・夜間保育(延長部分)の
運営費加算補助補助事業

3,500,000 3,500,000

・病児保育事業 80,000,000 62,540,241

・保育士等確保のための
処遇改善補助事業

110,000,000 102,038,000

・特別支援保育事業費補
助事業

90,000,000 79,542,231

・保育教諭確保のための
資格併有促進事業

980,000 234,500

・認可外保育施設健康診
断補助事業

1,490,000 834,017

子ども医療
費助成事業
の継続

継続
(2018)

継続 継続 継続 継続 継続

親子
保健
課調
べ

5 100.0% 5 

・未就学児の医療費を
無料化し、小中学生の
医療費に対して一部助
成を行った。

継続 継続

母子保健相
談延べ支援
件数
(件)

3,618
(2018)

3,000 3,000 3,000 3,000 3,000

親子
保健
課調
べ

6 129.5% 5 

・新型コロナウイルス
感染症の影響もあって
か、出産や育児に不安
や困りを抱える妊産婦
の相談件数が年々増加
している。

3,817 3,884

0 0 0 0 0

1 0

潜在保育士
の再就職者
数(累計)
(人)

22
(2017-2018)

80 100 120 140 140

保育
幼稚
園課
調べ

8 80.0% 3 

・新型コロナウイルス
感染症の影響により、
目標には及ばなかっ
た。

・2020年度から非常勤
保育士も補助対象とし
潜在保育士の確保を
図った。 保育幼

稚園課

54
(2017-
2020)

80
(2017-
2021)

乳幼児
等の健
康の保
持と増
進

○ 未就学児から
中学生までを対
象とした医療費
助成を継続し、
早期に必要な治
療が受けられる
環境を整備する
ことで、健康の
保持を図る。
○ 定期・任意予
防接種を充実
し、感染症の発
生やまん延、発
症時の重症化を
予防する。
○ 出産前後にお
ける必要な知識
や情報の提供の
ほか、地域の医
療機関等と連携
し、乳幼児の健
康診査や保健指
導等を実施する
とともに、母子
の健康や乳幼児
の発達に関する
相談対応及び情
報提供を行う。

・未就学児の医療費無料化及び小中学生の医
療費への一部助成を継続したことで、子ども
の健全な発育の促進を図り、子育て世帯の負
担軽減と子育て支援の充実を図った。

・妊娠届の内容把握から、妊娠中または、産
後に家庭訪問、来所相談、電話相談、子育て
支援センターに出向いて育児相談をことで実
施することで、児の適切な発育について保健
指導したり、母親の育児不安の軽減を図るこ
とができた。

・適正受診の啓発に努めるととも
に、引き続き子育て世代の経済的負
担の軽減と、対象者が早期受診でき
る環境の維持及び健全な発育促進を
図る。

・引き続き、支援が必要な妊産婦に
対して、切れ目のない支援を実施し
ていく。

親子保
健課

幼児教
育・保
育サー
ビスの
提供

○ 教育・保育
ニーズの高い地
域における教
育・保育環境を
整備するほか、
関係団体と連携
しながら、多様
な就労形態に応
じたサービスの
充実を図るとと
もに、保護者の
経済的な負担の
軽減、一時的な
利用や特別な支
援が必要な子ど
もに対応した教
育・保育環境づ
くりに努める。

○ 保育士等の処
遇改善に向け
て、多面的な支
援を行うととも
に、関係団体と
連携した就職説
明会や研修等を
開催し、保育士
等の人材確保や
質の向上を図
る。

保育所等の
待機児童数
(翌年度4月
1日現在)
(人)

43
(2018)

保育
幼稚
園課
調べ

7 100.0% 5 

・利用定員の弾力運用
を実施するとともに、
幼稚園や認定こども園
での幼稚園機能に保育
機能を加えた利用や、
企業主導型保育事業の
利用が増えたことなど
により達成できた。

・保育士等確保・定着促進事業では、これま
では、常勤として再就職した保育士のみを補
助対象としていたが、2020年度から非常勤と
して採用された場合も補助対象に加えた。

・また、潜在保育士に補助事業を周知するた
め、ハローワーク、指定養成校等にリーフ
レットを配置し、市のHPやSNSを活用し、制度
の周知を図った。

・指定養成校である宮崎学園短期大学が発行
する卒業生向けの会報「忍が丘」に事業案内
を掲載した。

・質の向上のため、関係団体への研修費等の
補助を行った(幼稚園協会は補助を活用し、リ
モート研修の資機材を購入)。

・保育士等確保のための処遇改善補助事業で
は、市内に所在する教育・保育等施設に勤務
する常勤の保育士、保育教諭、看護師等に対
して最大4,000円の補助を行い、処遇の改善を
行った。

・2021年度から保育士等確保・定着
促進事業の補助要件を緩和した(申
請期限の延長など)。潜在保育士に
的確に事業を周知するのが課題であ
るため、今後も関係機関等と連携
し、更なる保育士確保につなげてい
く。

・就職説明会は、コロナの動向を見
ながら判断する。開催が難しい場合
は、関係団体と協力しながら、リ
モート等の新たな方法を検討してい
く。

保育幼
稚園課

※重点目標及びＫＰＩの欄に「★」が付記しているものは、2021年度実績値が未確定のため、2020年度実績値を用いて達成率を算出
※重点目標及びＫＰＩの欄が「白抜き文字」のものは、評価が３以下かつ新型コロナウイルス感染症の影響を受けた指標
※重点目標及びＫＰＩの欄が「太枠で囲み、下線を引いている」ものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標 2 ①子育て支援の充実（1～21）



2020 2021 2022 2023 2024

2021当初
予算額(円)

2021
決算額(円)

目標値

実績値

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(2020.3策定
時)

出典等 NO
2021

達成率
評価

実績値(2021)
に対する説明

主な取組(2021)の内容及び成果 課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業　　　　　　　 

担当課

・認可外保育施設従事者
研修費補助事業

400,000 172,875

・認可保育所等における
広域事業

・宮崎市保育団体補助事
業

5,000,000 5,000,000

・保育士等確保・定着促
進事業

11,000,000 9,307,000

・幼稚園施設型給付事業 852,000,000 797,797,597

・私立幼稚園等特別支援
教育・児保育事業

7,300,000 6,622,000

・私立幼稚園健康診断補
助事業

0 0

・宮崎市幼稚園協会補助
事業

3,000,000 3,000,000

9

・児童発達支援事業において、児童発達支援
事業者を通して、日常生活における基本的な
動作の指導、知識技術の付与、集団生活への
適応訓練等の支援を実施した。

【2021年度延べ利用者実績】
　2,321人

・児童発達支援事業において、安定
したサービス提供体制の維持を目指
しつつ、実地指導等を通じて、児童
発達支援事業者との連携を図り、併
せて重症心身障がい児や医療的ケア
が必要な障がい児に対応した提供体
制の整備を推進していく。

・障がい児通所支援事業
(児童発達支援ほか)

445,821,000 471,234,917
障がい
福祉課

幼児教
育・保
育サー
ビスの
提供

○ 教育・保育
ニーズの高い地
域における教
育・保育環境を
整備するほか、
関係団体と連携
しながら、多様
な就労形態に応
じたサービスの
充実を図るとと
もに、保護者の
経済的な負担の
軽減、一時的な
利用や特別な支
援が必要な子ど
もに対応した教
育・保育環境づ
くりに努める。

○ 保育士等の処
遇改善に向け
て、多面的な支
援を行うととも
に、関係団体と
連携した就職説
明会や研修等を
開催し、保育士
等の人材確保や
質の向上を図
る。

保育幼
稚園課

※重点目標及びＫＰＩの欄に「★」が付記しているものは、2021年度実績値が未確定のため、2020年度実績値を用いて達成率を算出
※重点目標及びＫＰＩの欄が「白抜き文字」のものは、評価が３以下かつ新型コロナウイルス感染症の影響を受けた指標
※重点目標及びＫＰＩの欄が「太枠で囲み、下線を引いている」ものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標 3 ①子育て支援の充実（1～21）



2020 2021 2022 2023 2024

2021当初
予算額(円)

2021
決算額(円)

目標値

実績値

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(2020.3策定
時)

出典等 NO
2021

達成率
評価

実績値(2021)
に対する説明

主な取組(2021)の内容及び成果 課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業　　　　　　　 

担当課

・地域と学校の連携によ
る教育活動支援事業

1,207,000 145,823

・児童クラブ運営事業 670,492,000 631,814,992

・児童クラブ施設整備事
業

29,730,000 22,878,409

・放課後子ども教室推進
事業

16,910,000 10,826,928

・ふるさと文化学習支援
事業

4,960,000 4,960,000

・ＳＮＳ相談事業 2,718,000 2,689,720

・不登校児童生徒対策事
業

4,000,000 4,830,364

・小中学校スクールカウ
ンセリング等事業

12,317,000 11,368,225

・あたたかな人間関係づ
くりサポート事業

3,050,000 4,822,900

・学力・生活状況抽出調
査事業

1,080,000 508,230

・「地域とつながる」
キャリア教育推進事業

2,750,000 2,278,979

・地域による学校評価推
進事業

900,000 332,100

・特別支援教育学び総合
支援事業

142,600,000 125,281,942

・帰国・外国人児童生徒
サポート事業

3,187,000 110,000

児童クラブ
の待機児童
数(5月1日
現在)
(人)

76
(2019)

160 130 100 12 0

生涯
学習
課調
べ

10 94.2% 4 

・施設整備により児童
クラブの定員枠を拡充
したが、目標達成でき
なかった。

・学校の教室等や学校外の民間施設を整備
し、児童クラブの定員枠を拡充した。

・文化や芸術などに秀でた地域の人材を学校
派遣（40校）し、子どもが地域に愛着を持つ
機会を創出した。

・核家族や共働き世帯が増加する
中、今後も利用申請数の増加が見込
まれる。

・待機児童の多い学校については、
児童数の増加に伴う教室の不足によ
り、児童クラブとして利用可能な教
室の確保が困難となっている。ま
た、現在児童クラブ室として利用し
ている教室についても、普通教室や
支援教室へ転用される可能性があ
る。

・引き続き学校施設を活用する「校
内型児童クラブ」を検討するととも
に、学校外の民間施設等を活用した
「校外型児童クラブ」を整備し、待
機児童数の削減を図る。

生涯学
習課

146 138

「地域や社
会をよくす
るために何
をすべきか
を考えるこ
とがある」
と回答した
生徒の割合
(％)

56.7
(2018)

43.5 44.0 44.5 58.0 60.0 

学校
教育
課調
べ

11 - -

・中学２年生を対象
に、職場体験学習の事
後アンケートの項目で
確認し、実績としてい
るが、2021年度の職場
体験学習を実施できた
学校は１校であった。
残りの24校は、新型コ
ロナウイルスの感染対
策により、受入困難の
事業所が多く、職場体
験学習を実施できな
かったため、実績値を
算定するうえで、１校
のみのアンケート結果
から計上するのは適切
でないと判断した。

― ―

学校教
育・放
課後児
童対策
の充実

○ 児童クラブの
定員拡大を図る
ほか、すべての
児童が利用でき
る放課後子ども
教室や児童館等
の運営に加え、
地域の多様な主
体との連携によ
り、児童に安全
で安心な放課後
等の居場所を確
保し、保護者の
子育てを支援す
るとともに、子
どもの育ちを助
ける。

○ 児童生徒の人
間関係づくりや
居心地のよい学
級づくりを支援
するとともに、
いじめ問題への
対応に関する教
職員の研修会の
開催、不登校の
児童生徒に対す
る相談や適応指
導を適切に行
い、いじめや不
登校の未然防止
及び早期の発
見・対応を図
る。

○ 特別な教育的
支援を必要とす
る児童生徒に対
して、支援員を
適切に配置し、
児童生徒の個性
に応じた学習指
導を行うととも
に、学校生活に
おける安全面に
配慮すること
で、学習環境の
充実を図る。

○ 帰国・外国人
児童生徒の日本
語修得を支援す
ることで、学校
生活や学習上の
困難さを軽減
し、学校生活や
教育の充実を図
る。

○ 小・中学校の
教育課程におい
て、ＩＣＴの活
用をはじめ、地
域や地元産業等
と連携し、体験
学習やキャリア
教育等の充実を
図るとともに、
新学習指導要領
に対応した外国
語教育を実施す
るなど、豊かな
国際感覚をもっ
た児童生徒の育
成に努める。

・SNS相談事業
2021年８月18日～８月31日に実施し、相談人
数は43人（昨年度98人）、相談件数は103件
（昨年度190件）であった。県のSNS相談と時
期が重なったため、相談数は減っている。相
談内容は友人関係が最も多かった。

・不登校児童生徒対策事業
教育支援教室への通級者は108名（昨年度100
名）だった。復帰率は18.5％（昨年度8.0％）

・小中学校スクールカウンセリング等事業
児童生徒の不登校、いじめなどに起因する二
次的な諸問題の解消や予防・改善につなげる
ことができた。

・あたたかな人間関係づくりサポート事業
Q-U（アンケート）を市内の小学校５年生と中
学校１年生全員に実施した。
Q-U（アンケート）の結果をもとに教師が学級
づくりを行うことで、不登校になる可能性が
ある児童生徒の早期発見やいじめの早期発
見、防止に生かすことができた。

・学校評価推進事業
評価結果をホームページに掲載することで、
地域市民への学校への理解を高めるととも
に、教育の質の保証と地域に開かれた、信頼
される学校づくりの推進につなげることがで
きた。

・「地域とつながる」キャリア教育推進事業
職場体験学習を全学校で実施できなかった。
しかし、各学校では調べ学習をしたり社会人
の方を招いての講話を行ったりなど工夫して
できることに取り組んだ。

・特別な教育支援を必要とする児童生徒につ
いて、合理的配慮の提供を行うため、授業ス
タッフ、コーディネーターサポートスタッ
フ、生活・学習アシスタントを配置し、支援
を行った。それにより、対象の児童生徒の学
校生活が円滑に行われた。

・SNS相談事業
児童生徒の利用がしやすいように、
事前の広報について、回数やタイミ
ングを工夫する必要がある。

・不登校児童生徒対策事業
教師と教育支援教室の連携に学校差
がみられる。教師とスクールアドバ
イザが密に情報共有を行い、児童生
徒の支援を行う必要がある。

・小中学校スクールカウンセリング
等事業
早い段階でカウンセリングを受けら
れるように、教師が児童生徒の変化
を見逃さないようにする必要があ
る。

・あたたかな人間関係づくりサポー
ト事業
Q-U（アンケート）実施学年だけで
なく、全教職員が結果を共有し、２
回目の検査時にプラスの変容が多く
みられるように研修と実践を進める
必要がある。

・学校評価推進事業
コミュニティスクールへの移行に伴
い、地域、家庭、学校のすべてが、
児童生徒に関わる当事者として、学
校運営の改善・充実に関わる意識の
醸成が必要である。

・「地域とつながる」キャリア教育
推進事業
今後もコロナ禍の状況により、事業
所での職場体験の受け入れが困難な
状況が考えられるため、外部から講
師を招くなどの好事例を紹介して、
各学校で可能な取組を推進していき
たい。

・生活・学習アシスタントについて
は、必要な人数に対して募集が少な
いため、人員の確保が喫緊の課題で
ある。その要因を分析し、必要な検
討を行う。

学校教
育課

※重点目標及びＫＰＩの欄に「★」が付記しているものは、2021年度実績値が未確定のため、2020年度実績値を用いて達成率を算出
※重点目標及びＫＰＩの欄が「白抜き文字」のものは、評価が３以下かつ新型コロナウイルス感染症の影響を受けた指標
※重点目標及びＫＰＩの欄が「太枠で囲み、下線を引いている」ものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標 4 ①子育て支援の充実（1～21）



2020 2021 2022 2023 2024

2021当初
予算額(円)

2021
決算額(円)

目標値

実績値

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(2020.3策定
時)

出典等 NO
2021

達成率
評価

実績値(2021)
に対する説明

主な取組(2021)の内容及び成果 課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業　　　　　　　 

担当課

12

・小学校の放課後の受け入れ先として、児童
の適切な処遇及び安全の確保を図るととも
に、在園児との交流により在園児に幅のある
発育を目的に地域活動事業費補助事業を実施
した。

・災害により、道路が寸断された内海地区に
おいて、緊急的に公民館で保育を実施した。

・小学生の放課後の受入先として、
大きな役割を果たしていることか
ら、今後も実施施設数の増加を図っ
ていく必要がある。

・利用者ニーズに対応するため、未
実施の私立保育所等に対して、本事
業の必要性、内容周知を行ってい
く。本事業は、児童クラブ運営事業
の補完的役割を担っていることか
ら、同事業に待機児童が生じている
状況を踏まえ、関係課との連携を
図っていく。

・地域活動事業費補助事
業

11,000,000 9,993,940
保育幼
稚園課

・児童館・児童センター
の管理運営
（生き活き地域子育て活
動応援事業を含む）

170,054,000 171,956,738

・生き活き地域子育て活
動応援事業(児童館・児
童センター分)

14

・放課後等デイサービス事業において、放課
後等デイサービス事業者を通して、就学児
に、授業の終了後又は学校の休業日に、生活
能力の向上のために必要な訓練、社会との交
流の促進その他必要な支援を実施した。

【2021年度延べ利用者実績】
　11,101人

・放課後等デイサービス事業におい
て、安定したサービス提供体制の維
持を目指しつつ、様々な機会を捉え
て、放課後等デイサービス事業者と
の連携を図り、併せて重症心身障が
い児や医療的ケアが必要な障がい児
に対応した提供体制の整備を推進し
ていく。

・障がい児通所支援事業
(放課後等デイサービス)

1,470,935,000 1,580,832,864
障がい
福祉課

・小中学校外国語教育推
進事業

139,989,000 129,672,299

・学校ＩＣＴ環境整備促
進事業

589,700,000 673,473,655

・タブレット導入事業 253,000 252,720

13

・児童厚生員の指導のもと、主に乳幼児(保護
者含む)から小学生を対象に、遊戯室や図書室
等を活用して、安全かつ健全な居場所を提供
した。
・児童館(８か所)
・児童センター(９か所)

・施設の老朽化や設備の不足等によ
り、利用者の減少が懸念される。
2019年3月に策定した「児童館・児
童センターの整備及び長寿命化計
画」に基づき、建替えや改修工事等
を計画的に進める。

・エアコンの整備についても年次的
に行っていく。

子育て
支援課

15

【小中学校外国語教育推進事業】
・2019年度、ALTを10名増員し、25名体制と
なったが、国の新型コロナウイルス感染症の
水際対策により、2020年８月以降は新規招致
がなされず、2022年３月時点で23名体制で全
中学校及び小学校5,6年生の外国語科の授業に
ALTを派遣している。

【学校ICT環境整備事業】
・GIGAスクール構想における児童生徒１人１
台端末の整備に伴い、小中学校の学級増に対
応するために、タブレット端末の充電保管庫
やアクセスポイント等の増設を行った。

【タブレット導入事業】
・授業におけるタブレットPCの効果的な活用
方法について、検証授業を通して研究を深め
た。

【小中学校外国語教育推進事業】
・２名欠員の状態であり、一部の学
校には十分な派遣が実施できていな
い状況であるため、配置換えを行い
対応している。今後は、ALTの指導
力の向上を図るために研修会を実施
し、ティーム・ティーチングにおけ
る効果的な指導の在り方について研
究する。

【学校ICT環境整備事業】
・ICT機器の活用によって、児童生
徒の「個別最適な学び」と「協働的
な学び」を実現するためのタブレッ
ト端末の効果的な活用に係る教職員
研修の充実と児童生徒の情報活用能
力の育成を図る。

【タブレット導入事業】
・各学校でのプログラミング教育や
主体的・対話的な学習に生かすため
のタブレットPCの活用方法について
研究を深めた。（事業終了）

教育情
報研修
セン
ター

学校教
育・放
課後児
童対策
の充実

○ 児童クラブの
定員拡大を図る
ほか、すべての
児童が利用でき
る放課後子ども
教室や児童館等
の運営に加え、
地域の多様な主
体との連携によ
り、児童に安全
で安心な放課後
等の居場所を確
保し、保護者の
子育てを支援す
るとともに、子
どもの育ちを助
ける。

○ 児童生徒の人
間関係づくりや
居心地のよい学
級づくりを支援
するとともに、
いじめ問題への
対応に関する教
職員の研修会の
開催、不登校の
児童生徒に対す
る相談や適応指
導を適切に行
い、いじめや不
登校の未然防止
及び早期の発
見・対応を図
る。

○ 特別な教育的
支援を必要とす
る児童生徒に対
して、支援員を
適切に配置し、
児童生徒の個性
に応じた学習指
導を行うととも
に、学校生活に
おける安全面に
配慮すること
で、学習環境の
充実を図る。

○ 帰国・外国人
児童生徒の日本
語修得を支援す
ることで、学校
生活や学習上の
困難さを軽減
し、学校生活や
教育の充実を図
る。

○ 小・中学校の
教育課程におい
て、ＩＣＴの活
用をはじめ、地
域や地元産業等
と連携し、体験
学習やキャリア
教育等の充実を
図るとともに、
新学習指導要領
に対応した外国
語教育を実施す
るなど、豊かな
国際感覚をもっ
た児童生徒の育
成に努める。

※重点目標及びＫＰＩの欄に「★」が付記しているものは、2021年度実績値が未確定のため、2020年度実績値を用いて達成率を算出
※重点目標及びＫＰＩの欄が「白抜き文字」のものは、評価が３以下かつ新型コロナウイルス感染症の影響を受けた指標
※重点目標及びＫＰＩの欄が「太枠で囲み、下線を引いている」ものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標 5 ①子育て支援の充実（1～21）



2020 2021 2022 2023 2024

2021当初
予算額(円)

2021
決算額(円)

目標値

実績値

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(2020.3策定
時)

出典等 NO
2021

達成率
評価

実績値(2021)
に対する説明

主な取組(2021)の内容及び成果 課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業　　　　　　　 

担当課

・ファミサポ多子・ひと
り親世帯支援事業

1,753,000 2,142,350

・ファミリー・サポー
ト・センター利用料補助
事業

6,010,000 9,817,800

7,412 9,869 

・男女共同参画センター
指定管理料(ファミ
リー・サポート・セン
ター分)

13,682,000 14,089,833

758 784 810 923 979 
・子ども食堂ネットワー
ク応援事業

7,140,000 7,084,000

718 771 
・地域の子ども支え合い
事業

400,000 285,805

163,560 160,248 157,308 128,832 126,936 
・地域子育て支援セン
ターの管理運営

59,168,000 58,437,353

86,269 76,796 
・子育て支援サービス利
用支援事業(基本型)

4,220,000 3,982,015

・障がい児通所支援事業
(障がい児相談支援)

63,244,000 56,557,533

・障がい児等療育支援事
業

5,610,000 4,406,830

2,945 3,253 
・医療的ケア児等支援事
業

9,200,000 8,649,941

ファミ
リー・サ
ポート・セ
ンターの活
動件数
(件)

2,691
(2018)

2,885 2,931 2,977 3,603 3,818 

子育
て支
援課
調べ

16 336.7% 5 

・子育て世帯の経済
的・精神的負担を軽減
するため、利用料の一
部を補助（多子・ひと
り親世帯等　１時間当
たり700円、その他世
帯　１時間当たり600
円）しているため、活
動件数が増加してい
る。

ファミ
リー・サ
ポート・セ
ンターの援
助会員数(3
月31日現
在)
(人)

690
(2018)

子育
て支
援課
調べ

17 98.3% 4 

・目標は下回ったもの
の、援助会員の１時間
当たりの報酬を増額し
たことで、登録者数は
増加した。

地域子育て
支援セン
ターの延べ
利用者数
(人)

140,345
(2018)

子育
て支
援課
調べ

18 47.9% 1 

・新型コロナウイルス
感染拡大の第4波（5/6
～5/31）と第5波（8/7
～9/30）の施設休館、
第6波中は施設は休館
しなかったものの、地
区交流センターで実施
している4つの子育て
交流ひろばは休館とな
り、開設日数が減少し
たこと、また利用者に
よる利用控えもあり、
目標を達成することが
できなかった。

障がい児相
談支援延べ
利用者数
(人)

2,460
(2018)

2,424 2,544 2,676 3,230 3,900 

障が
い福
祉課
調べ

19 127.9% 5 

・2021年度実績値にお
いて目標値を上回り、
順調に推移している。

・相談支援事業において、障がい児が障がい
児通所支援を利用するにあたり、自立した日
常生活又は社会生活を営むことが出来るよう
配慮した利用計画となるよう努め、また、事
業者間の連絡調整等を行った。

・医療的ケアが必要な障がい児とその家族に
対し、総合的な支援が行われるように、医療
的ケア児等コーディネーターを配置し適時適
切に相談を受け支援等を行うとともに、宮崎
市郡医師会など関係機関で構成された「医療
的ケア児等支援連絡協議会」等を開催し、医
療的ケア児等の実態や支援策の情報共有を図
り、適切な支援を確保した。

・相談支援事業においては、利用者
の心身の状況や環境等に配慮しなが
ら、利用者のニーズに則した提供体
制の整備を行う必要があるため、相
談支援事業者と連携しながら、サー
ビスの必要性等を勘案したうえで、
利用者のニーズに則したサービスの
支給決定を行うとともに、機会を捉
えて相談支援専門員の資質向上を
図っていく。

・医療的ケア児の住んでいる地域や
ニーズなどの実態を把握したうえ
で、関係機関と連携しながら支援策
を拡充していく必要があることか
ら、引き続き、実態の把握に努めな
がら、医療的ケア児が退院後も安心
して地域で生活できるよう関係機関
と連携して取組む。

障がい
福祉課

子育て
家庭へ
の生活
支援と
相談機
能の充
実

○ 乳幼児や小学
生の児童を有す
る子育て家庭の
育児を支援する
ため、地域の会
員同士で支え合
うファミリー・
サポート・セン
ター事業を推進
する。

○ 地域子育て支
援センターの職
員の専門性を高
め、情報の充実
を図るととも
に、保健所や保
健センター等の
関係機関との連
携を強化し、相
談体制を充実さ
せる。

○ 総合発達支援
センターなど発
達に障がいのあ
る児童の受け入
れ施設の充実
や、関係機関と
の連携を強化
し、早期療育体
制の強化に努め
るとともに、早
期相談や早期支
援において、重
要な役割を果た
している専門職
員に対し、研修
の機会を提供す
るなど、人材の
スキル向上を図
る。

○ 子どもが、そ
の置かれた状況
にかかわらず、
健やかに成長で
きるよう、学習
支援や食事の提
供など、関係団
体等による居場
所づくりの取組
を支援する。

・援助会員と依頼会員の相互援助活動(子ども
の送迎や預かり等)を調整するファミリー・サ
ポート・センター事業を通して、子育て家庭
の育児支援及び援助会員の活躍の場の創出を
行った。

・また、新型コロナウイルス感染症の影響に
よる子育て世帯の経済的、精神的な負担を軽
減するため、利用料の一部を補助したこと
で、活動件数及び依頼会員・援助会員の実動
員数が増加した。

・市内35か所の地域子育て支援センターで、
子育て親子の交流の場を提供するとともに、
育児相談や各種子育て情報の提供を行った。
新型コロナウイルス感染拡大により施設の休
館や利用者の施設利用控えの期間が長く続
き、直営の子育て支援センターでオンライン
による子育て相談を開始した。

・また、子ども・子育て支援事業の1つである
利用者支援事業（基本型）の担い手となる子
育て支援員の有資格者の増員に努めた。

・ファミリー・サポート・センター
事業は、2021年度から利用料の時間
単価を引き上げ、利用料補助事業を
実施したことで、依頼会員・援助会
員の登録者数や活動件数は増加し
た。

・今後は、病児・病後児の受入や、
家事援助の追加等、依頼会員のニー
ズ及び援助会員の意向を踏まえて、
対象児の追加やサービス内容の充実
を検討する。

子育て
支援課

※重点目標及びＫＰＩの欄に「★」が付記しているものは、2021年度実績値が未確定のため、2020年度実績値を用いて達成率を算出
※重点目標及びＫＰＩの欄が「白抜き文字」のものは、評価が３以下かつ新型コロナウイルス感染症の影響を受けた指標
※重点目標及びＫＰＩの欄が「太枠で囲み、下線を引いている」ものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標 6 ①子育て支援の充実（1～21）



2020 2021 2022 2023 2024

2021当初
予算額(円)

2021
決算額(円)

目標値

実績値

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(2020.3策定
時)

出典等 NO
2021

達成率
評価

実績値(2021)
に対する説明

主な取組(2021)の内容及び成果 課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業　　　　　　　 

担当課

20

・総合発達支援センターは、診療・相談・通
所の機能を持つ、総合的な療育の拠点であ
り、在宅障がい児や保護者に対し、指定管理
者による助言や支援等を行った。また、当該
施設は、施設本体や設備等の老朽化が進んで
いるため、機能拡充事業等について、年次計
画等に基づき、施設の改修や設備の更新等に
係る基本設計及び実施設計を行った。

・より重度の障がい児の通所が増
え、マンツーマンの対応が求められ
ているため、指定管理者による現状
分析等に基づき、受入態勢の整備を
検討していく。また、今年度は、機
能拡充事業等による改修や設備の更
新等を実施していく。 ・総合発達支援センター

指定管理料
454,245,000 435,202,903

親子保
健課

・子育て支援サービス利
用支援事業(特定型)

530,000 494,140

・跡江保育所子育て支援
拠点事業

900,000 758,412

子育て
家庭へ
の生活
支援と
相談機
能の充
実

21

・子育て支援員研修を受講した窓口職員を中
心に、保護者からの教育・保育や子育て支援
に関する相談に応じるとともに、ニーズに
合った教育・保育施設や子育て支援サービス
等の情報提供を設置されているタブレット等
を活用して行った。

・保育所等入所においては、待機児
童がゼロにはなったものの、今後も
保育施設の空き状況を把握し、保育
ニーズとのマッチングを図っていく
必要がある。

・また、利用者支援員の資質向上を
図る必要がある。

保育幼
稚園課

※重点目標及びＫＰＩの欄に「★」が付記しているものは、2021年度実績値が未確定のため、2020年度実績値を用いて達成率を算出
※重点目標及びＫＰＩの欄が「白抜き文字」のものは、評価が３以下かつ新型コロナウイルス感染症の影響を受けた指標
※重点目標及びＫＰＩの欄が「太枠で囲み、下線を引いている」ものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標 7 ①子育て支援の充実（1～21）



第２期宮崎市地方創生総合戦略　重点目標及びＫＰＩ(重要業績成果指標)等実績評価シート

重点
項目

基本的
方向

A B C D E F G Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ Ｌ Ｍ Ｎ Ｏ Ｐ
2020 2021 2022 2023 2024

57.0 58.0 59.0 60.0 61.0 

50.4 48.6 

65.9 68.9 71.9 72.9 73.9 

63.1 63.7 

A B C D E F G H I Ｊ Ｋ Ｌ Ｍ Ｎ Ｏ Ｐ Ｑ Ｒ S T
2020 2021 2022 2023 2024

2021当初
予算額(円)

2021
決算額(円)

実施
(移転完了)

実施
(移転完了)

・共同利用型病院運営
費補助事業

31,224,000 26,062,650 

・在宅当番医制業務委
託事業

19,311,000 19,311,000 

・夜間急病センター小
児科管理運営事業

15,400,000 14,123,568 

・夜間急病センター小
児科指定管理事業

147,593,000 145,893,000 

・宮崎大学医学部小児
科寄附講座運営支援事
業

27,000,000 27,000,000 

・夜間急病センター内
科・外科業務委託事業

265,559,000 265,572,490 

・産科・小児科等医療
機関開設等支援事業

10,000,000 4,778,000 

２　2025 年問題を見据えた
　　「医療・福祉の充実」

■ 地域災害拠点病院である宮崎市郡医師会病院が十分な機能を発揮できるようにする。
■ 市民が安心して医療サービスを受けられるよう、医師や看護師等の人材の育成や確保を図り、安定した医療提供体制を構築する。
■ 介護ニーズに適切に対応するため、介護に係る人材の育成を図るととともに、有資格者の就業に向けた取組を促進する。
■ 地域資源を有効に活用するとともに、地域や高等教育機関等との連携により、予防に重点を置いた取組を推進する。
■ 医療、介護、予防、生活支援、住まいにかかわる多様な主体が連携して、高齢者の住み慣れた地域での暮らしを支える地域包括ケアシステムを構築し、その取組を推進す
る。
■ 地域における医療や福祉の相談等の支援体制を確保するため、関係機関や公共施設等の機能の連携を強化するとともに、複合的な相談機能等の向上を図る。
■ 高齢者の地域や社会活動への参加に対して、インセンティブを働かせる取組を推進する。
■ 障がい者やその家族の地域生活における継続性を確保するとともに、障がい者の自立と社会参加を促進する。

目標値
実績値

目標値

実績値

重点目標
現況値

(2020.3策定
時)

出典等
2021
達成率

評価 実績値(2021)に対する説明 担当課

医療サービスに満足している人の割
合(％)

47.9
(2018)

市民意
識調査

83.8% 3

・初期救急医療体制の確保や、医療安全の確保に取
組んだが、医療サービスの内容や実施主体が多岐に
わたるため、市民意識調査における目標値を達成す
ることはできなかった。

保健医療課

「いつまでも在宅で生活したい」と
思う人の割合(％)

60.7
(2018)

市民意
識調査

92.5% 4 

・住み慣れた地域の中で安心して生活していけるよ
う、地域のみんなで支え合う仕組み（地域包括ケア
システム）づくりに取り組んでいる。在宅での生活
を希望する高齢者への支援についても周知に努めて
おり、目標値には到達しなかったものの、わずかな
がら前年よりも上昇している。

地域包括ケア推進課

主要施
策

施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(2020.3策定
時)

出典
等

NO
2021
達成率

評価
実績値(2021)
に対する説明

主な取組(2021)の内容及び成果 課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業　　　　　　　 

担当課

高次
医療
サー
ビス
の提
供

○ 宮崎市郡医師会病院等
の宮崎西インターチェン
ジ周辺への移転を支援
し、地域の救急医療の中
核的な機能の向上を図る
とともに、災害時におけ
る救急患者の受け入れや
被災地の医療機関の支援
体制を確保する。

宮崎市郡
医師会病
院の移転
支援の実
施

実施
(敷地造成)
(2018)

企画
政策
課調
べ

22 100.0% 5 

・2020年６月、宮崎市議
会において、土地買戻し
議案が可決され、同年８
月に宮崎市郡医師会病
院・歯科福祉センター・
会営薬局が開院となっ
た。

・津波等の大規模災害時において
も、拠点的医療機能を維持・確保
し、救援・救助機能を円滑に進め
るため、宮崎西インターチェンジ
周辺に整備した防災拠点に関し、
宮崎市土地開発公社が先行取得し
た土地の買戻しを行った。

・2020年度で事業完了。

・宮崎市郡医師会病院
の移転支援

企画政
策課

夜間急病
センター
開設日数
(日)

365
(2018)

365 365 365 366 365

保健
医療
課調
べ

23 100.0% 5 

・地域医療の安定的な提
供体制の維持に努め、市
民が安心して必要な時に
良質かつ適切な医療サー
ビスを受けられるよう、
一年を通し、休日や夜間
における初期救急医療体
制を確保した。

365 365

地域
医療
サー
ビス
の確
保

○ 県や関係団体等と連携
して、医師や看護師等の
育成と確保を図るととも
に、地域医療の安定的な
提供体制を維持する取組
を推進する。

○ 宮崎市郡医師会等の関
係団体と連携して、在宅
当番医制や夜間急病セン
ターの運営など、休日・
夜間における初期救急医
療体制や二次救急医療体
制を確保する。

○ 市民の健康に対する意
識の向上や各種健(検)診
の受診を促進するととも
に、地域ごとの人口分布
や社会資源の状況などの
地域診断をもとに、地域
の特性に応じた保健事業
を実施し、市民の健康増
進や生活習慣病等の重症
化予防を推進する。

・夜間や休日に発症した救急患者
の医療を確保するため、各種救急
医療事業を実施した。

・周辺の１市５町とも連携しなが
ら、宮崎大学医学部小児科に設置
した寄附講座に対する支援を通じ
て、小児医療に関心を持つ学生の
教育や、次世代を担う若い小児科
医の人材育成を進めるとともに、
小児医療体制の充実、小児地域医
療の維持確保を図った。

・夜間における子どもの急な発熱
や救急時における対応方法をわか
りやすく示したガイドブックを作
成し、市内の小児医療機関、保育
所、幼稚園、地域子育て支援セン
ター等に配付し、夜間急病セン
ター小児科の適正受診に取組ん
だ。

・医療の担い手不足や高齢化が懸
念される中、宮崎大学医学部や宮
崎市郡医師会、県などの関係機関
と連携を図り、医師の確保に努め
る。

保健医
療課

※重点目標及びＫＰＩの欄に「★」が付記しているものは、2021年度実績値が未確定のため、2020年度実績値を用いて達成率を算出
※重点目標及びＫＰＩの欄が「白抜き文字」のものは、評価が３以下かつ新型コロナウイルス感染症の影響を受けた指標
※重点目標及びＫＰＩの欄が「太枠で囲み、下線を引いている」ものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標 8 ②医療・福祉の充実（22～33）



2020 2021 2022 2023 2024

2021当初
予算額(円)

2021
決算額(円)

目標値

実績値

主要施
策

施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(2020.3策定
時)

出典
等

NO
2021
達成率

評価
実績値(2021)
に対する説明

主な取組(2021)の内容及び成果 課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業　　　　　　　 

担当課

地域
医療
サー
ビス
の確
保

○ 県や関係団体等と連携
して、医師や看護師等の
育成と確保を図るととも
に、地域医療の安定的な
提供体制を維持する取組
を推進する。

○ 宮崎市郡医師会等の関
係団体と連携して、在宅
当番医制や夜間急病セン
ターの運営など、休日・
夜間における初期救急医
療体制や二次救急医療体
制を確保する。

○ 市民の健康に対する意
識の向上や各種健(検)診
の受診を促進するととも
に、地域ごとの人口分布
や社会資源の状況などの
地域診断をもとに、地域
の特性に応じた保健事業
を実施し、市民の健康増
進や生活習慣病等の重症
化予防を推進する。

★特定健
診受診率
(％)

24.3
(2017)

26.0 26.5 27.0 36.0 37.0 

国保
年金
課調
べ

24 95.8% 4 

・2021実績未確定（2022
年10月確定予定）

【参考】
2020実績：25.4%

・被保険者の健康増進及び利便性
向上を図るため、通常の特定健診
対象者(40歳以上)に加え、2015年
度から35歳～39歳を対象にした健
診・保健指導を実施するととも
に、2019年度からの健診費用自己
負担金の無料化、更に、がん検診
との同時実施や健診会場の見直し
に取り組んだ。

・特定健診の受診率向上を図るた
め、2020年度から健診未受診者に
対してAI等を活用した効果的な受
診勧奨を実施しており、2021年度
は対象者を更に拡大し実施した。

・2019年度の特定健診受診率は
28.4％で、自己負担金の無償化に
より2018年度と比較して3.9ポイン
ト増加した。2020年度は、新型コ
ロナウイルス感染症の影響等によ
り、受診率は25.4％にとどまり、
2019年度と比較して大幅に減少し
た。2021年度においても、新型コ
ロナウイルス感染症の影響を受け
ているが、2022年4月速報値で
24.1％となっており、2020年度の
同時期と比較すると増加してい
る。

・本市の受診率は、県内では最下
位及び中核市では下位となってい
ることから、多くの人に健診を受
診してもらい、自らの健康状態を
知ってもらうことができるよう、
様々な機会を活用し、被保険者の
行動喚起につながる周知・啓発等
の取組が必要である。

・被保険者への働きかけを依頼す
る各種団体の数を増やしていくな
どの取り組みも進めることで、特
定健診受診の定着を図り、受診者
を増やす。

・健診対象者の約７割が治療中の
方であり、治療中の方の健診未受
診が課題となっている。これらの
方に対して特定健診受診を促すた
めには医師の協力が不可欠である
と考えている。今年度は受託医療
機関へアンケートを実施し、医療
機関での受診者の増加に向けた方
策について検討したい。

・特定健診・特定保健
指導事業

249,920,000 181,316,796 
国保年
金課

25.4 
25.4

(2020実績)

※重点目標及びＫＰＩの欄に「★」が付記しているものは、2021年度実績値が未確定のため、2020年度実績値を用いて達成率を算出
※重点目標及びＫＰＩの欄が「白抜き文字」のものは、評価が３以下かつ新型コロナウイルス感染症の影響を受けた指標
※重点目標及びＫＰＩの欄が「太枠で囲み、下線を引いている」ものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標 9 ②医療・福祉の充実（22～33）



2020 2021 2022 2023 2024

2021当初
予算額(円)

2021
決算額(円)

目標値

実績値

主要施
策

施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(2020.3策定
時)

出典
等

NO
2021
達成率

評価
実績値(2021)
に対する説明

主な取組(2021)の内容及び成果 課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業　　　　　　　 

担当課

・集団健康診査事業 88,000,000 88,640,598 

・個別健康診査事業 260,000,000 252,002,011 

・がん検診推進事業 12,000,000 8,959,440 

・がん検診受診率向上
対策事業

23,000,000 21,639,775 

・健康みやざきマイ
レージ事業

6,440,000 3,966,288 

・どこでもロコモ予防
事業

1,500,000 1,450,149 

胃がん、
肺がん、
大腸が
ん、子宮
頸がん、
乳がんの
５つのが
ん検診の
平均受診
率
(％)

7.6
(2018)

12.0 13.0 14.0 14.0 14.0 

健康
支援
課調
べ

25 60.8% 2 

・新型コロナウイルス感
染症の影響による受診控
え等により、目標を達成
することができなかっ
た。

・集団健診は感染予防対策を講じ
て実施した。

・がん検診に関して、2017年度か
ら引き続き土日及び夜間の検診を
実施した。

・ハガキによる郵送受付のほか、
コールセンターを利用した電話受
付等も引き続き活用し、受診者の
利便性を高めた。

・しかしながら、2020年3月以降の
新型コロナウイルス感染症の影響
により、個別健診での受診控え等
もある。

・新型コロナウイルスの影響が大
きく、特に集団健診については会
場レイアウトや実施方法について
は、感染対策を講じての実施と
なった。コロナの感染拡大防止に
限らず、健診をスムーズに受診で
きるように、定員配分や会場での
動線見直しなど、今後も模索する
必要がある。

・がん検診の受診勧奨時期や対象
者の見直し、検診機関との連携強
化などに加え、より効果的な受診
呼びかけの方法を検討する。

健康支
援課7.2 7.9 

26

・地域診断をもとに、地域の課題
を明らかにし、その課題を解決す
るために地域の特性に応じた保健
活動を展開し、市民の健康増進や
生活習慣病等の重症化予防の推進
を図った。

・地域の課題を解決していくため
には、地域のキーパーソンや団体
等との連携が不可欠であるため、
連携を図りながら、市民の健康に
対する意識の向上や行動変容への
取り組みを目指していく。

・地域に寄り添う保健
活動展開事業

1,520,000 1,266,849 
地域保
健課

地域
医療
サー
ビス
の確
保

○ 県や関係団体等と連携
して、医師や看護師等の
育成と確保を図るととも
に、地域医療の安定的な
提供体制を維持する取組
を推進する。

○ 宮崎市郡医師会等の関
係団体と連携して、在宅
当番医制や夜間急病セン
ターの運営など、休日・
夜間における初期救急医
療体制や二次救急医療体
制を確保する。

○ 市民の健康に対する意
識の向上や各種健(検)診
の受診を促進するととも
に、地域ごとの人口分布
や社会資源の状況などの
地域診断をもとに、地域
の特性に応じた保健事業
を実施し、市民の健康増
進や生活習慣病等の重症
化予防を推進する。

※重点目標及びＫＰＩの欄に「★」が付記しているものは、2021年度実績値が未確定のため、2020年度実績値を用いて達成率を算出
※重点目標及びＫＰＩの欄が「白抜き文字」のものは、評価が３以下かつ新型コロナウイルス感染症の影響を受けた指標
※重点目標及びＫＰＩの欄が「太枠で囲み、下線を引いている」ものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標 10 ②医療・福祉の充実（22～33）



2020 2021 2022 2023 2024

2021当初
予算額(円)

2021
決算額(円)

目標値

実績値

主要施
策

施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(2020.3策定
時)

出典
等

NO
2021
達成率

評価
実績値(2021)
に対する説明

主な取組(2021)の内容及び成果 課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業　　　　　　　 

担当課

・認知症チームケアマ
ネジメント推進事業

1,070,000 700,000 
介護保
険課

・認知症カフェ等推進
事業

2,100,000 670,000 

・認知症初期集中支援
チーム推進事業

19,000,000 16,634,425 

・認知症地域支援推進
事業

26,150,000 12,276,276 

・みんなで体操みんな
で健幸事業（健幸運動
教室）

24,462,000 16,506,789 

・地域包括支援セン
ター運営事業

639,446,000 546,569,301 

・生活支援体制整備等
事業

15,200,000 13,876,599 

・家族介護者交流事業 1,330,000 641,526 

・認知症高齢者支援事
業

2,870,000 669,076 

・シニア応援ボラン
ティア事業

6,882,000 4,889,495 

・生き活き地域活動応
援事業

― ―

・地域ケア会議推進事
業

3,980,000 2,050,821 

自立支援
型地域ケ
ア会議に
諮るケア
プラン件
数
(件)

113
(2018)

192 288 288 288 288

地域
包括
ケア
推進
課調
べ

27 50.3% 2 

・新型コロナ感染症の感
染拡大により、集合型の
会議の開催は困難となっ
たが、Ｗｅｂや書面での
開催を実施した。

124 145

全地域へ
の生活支
援コー
ディネー
タ－の配
置数(人)

13
(2018)

13 13 13 13 13

地域
包括
ケア
推進
課調
べ

28 76.9% 2 

・職員数の減により、第
１層生活支援コーディ
ネーターが中央東、中央
西、小戸、檍の４つの自
治区を統括するように
なった。（2020年度より
４つの自治区について
は、地域事務所職員に兼
務）

11 10 10

認知症サ
ポーター
養成者数
(人)

5,101
(2018)

7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 

地域
包括
ケア
推進
課調
べ

29 22.5% 1 

・昨年度に引き続き、新
型コロナウイルス感染症
の影響により、リモート
での講座開催を実施する
など行ったが、認知症サ
ポーター養成講座を実施
する団体が影響前までの
件数に戻らず、養成者数
も目標値を達成すること
ができなかった。

1,307 1,573 

地域
包括
ケア
シス
テム
の構
築

○ 地域の医療や介護等に
関係する団体や機関が情
報を共有し、連携して取
り組める環境を整備する
ことで、在宅医療や介護
の一体的な提供を図ると
ともに、認知症のケアを
はじめ、多様な生活支援
や介護予防サービス等が
利用できる仕組みを確立
する。

○ 高齢者の健康増進を図
るため、高等教育機関と
連携するなど、介護予防
に重点を置いた取組を推
進する。

○ 地域包括支援センター
が作成する要支援認定者
のケアプランについて、
医療や介護に係る多職種
(薬剤師、管理栄養士、作
業療法士など)や、サービ
ス提供事業者の参加のも
と、自立や重度化防止に
向けたケアマネジメント
を検討する「自立支援型
地域ケア会議」の取組を
推進する。

○ 関係機関や関係団体等
と連携し、介護に係る人
材の育成や質の向上等を
図るとともに、人材の確
保や定着に向けた取組を
推進する。

○ 高齢者の福祉施設等に
おけるボランティア活動
や地域における生活支援
の取組などを支援し、高
齢者の社会参加を促進す
る。

・自治会などの地域団体、企業、
学校を対象に34回の認知症サポー
ター養成講座を開催した。

・健幸運動教室において、拠点型
会場の市総合体育館がワクチン接
種会場となったため、代替会場と
してJR宮崎の協力を得て、共同開
催でアミュプラザのアミュひろば
で「あおぞら教室」を実施した。

・生活支援コーディネータ－業務
を担う地域事務所の活動により、
４つの自治区のすべてに協議体が
設置された

・自治会、老人クラブ等既に認知
症サポーター養成講座を受講して
いる団体が多く、さらには小学校
の教育カリキュラム変更の影響に
より、養成講座の開催が減少して
いる。開催数の少ない地域や企
業、団体などへ案内文書の送付な
ど周知・広報を積極的に行うとと
もに、市が直接市民に参加者を募
集し講座を開催する形態を検討す
る。

・健幸運動教室において、交通の
利便性が良い会場を2会場を新規で
開催する（拠点型教室）。

地域包
括ケア
推進課

※重点目標及びＫＰＩの欄に「★」が付記しているものは、2021年度実績値が未確定のため、2020年度実績値を用いて達成率を算出
※重点目標及びＫＰＩの欄が「白抜き文字」のものは、評価が３以下かつ新型コロナウイルス感染症の影響を受けた指標
※重点目標及びＫＰＩの欄が「太枠で囲み、下線を引いている」ものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標 11 ②医療・福祉の充実（22～33）



2020 2021 2022 2023 2024

2021当初
予算額(円)

2021
決算額(円)

目標値

実績値

主要施
策

施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(2020.3策定
時)

出典
等

NO
2021
達成率

評価
実績値(2021)
に対する説明

主な取組(2021)の内容及び成果 課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業　　　　　　　 

担当課

・地域包括ケアシステ
ム啓発事業

870,000 265,206 

・ぐるみん宮崎推進拠
点事業

9,539,000 6,125,000 

・介護認定審査会共同
運営事業

75,000,000 64,521,801 
介護保
険課

・成年後見制度利用支
援事業

21,700,000 22,750,331 
福祉総
務課

・みんなでロコトレ推
進事業

事業統合 0 

・介護職員就業・定着
促進事業

1,000,000 79,800 

・住民参画型介護予
防・生活支援推進事業

6,830,000 2,705,720 

・気づいて防ごう！脳
力チェック事業

360,000 307,152 

・介護予防ケアマネジ
メント最適化推進事業

― ―

・介護ホームヘルパー
就業応援プロジェクト
事業

900,000 0 

地域包
括ケア
推進課

地域包
括ケア
推進課

30

・2021年度は地域包括ケア推進セ
ンターを中心にシステム管理、課
題把握と解決策の検討、普及啓発
等を重点的に取り組んだ。

・市郡医師会を通して、在宅医療
を推進している同会会員を対象と
したMICTを活用した患者(利用者)
の支援事例を紹介する機会を設け
てもらい、利用付加価値を高めて
いく取組を後押しする。

・市郡医師会の地域包括ケア推進
センターへの委託事業の中で、医
療・介護に関わる専門職対象の研
修について企画する。

・各専門職団体及び事業所の代表
者等から医療介護のあるべき連携
の姿についてヒアリングを行うと
ともに、関係者を交えて支援の仕
組について研究を行う。

・有床の医療機関の地域連携室等
の窓口職員に対し、本市の自立支
援・重度化防止の取組と関係する
事業の周知を個別に実施する。

・在宅医療・介護連携
推進事業

16,994,000 16,239,139 
地域包
括ケア
推進課

地域
包括
ケア
シス
テム
の構
築

○ 地域の医療や介護等に
関係する団体や機関が情
報を共有し、連携して取
り組める環境を整備する
ことで、在宅医療や介護
の一体的な提供を図ると
ともに、認知症のケアを
はじめ、多様な生活支援
や介護予防サービス等が
利用できる仕組みを確立
する。

○ 高齢者の健康増進を図
るため、高等教育機関と
連携するなど、介護予防
に重点を置いた取組を推
進する。

○ 地域包括支援センター
が作成する要支援認定者
のケアプランについて、
医療や介護に係る多職種
(薬剤師、管理栄養士、作
業療法士など)や、サービ
ス提供事業者の参加のも
と、自立や重度化防止に
向けたケアマネジメント
を検討する「自立支援型
地域ケア会議」の取組を
推進する。

○ 関係機関や関係団体等
と連携し、介護に係る人
材の育成や質の向上等を
図るとともに、人材の確
保や定着に向けた取組を
推進する。

○ 高齢者の福祉施設等に
おけるボランティア活動
や地域における生活支援
の取組などを支援し、高
齢者の社会参加を促進す
る。

※重点目標及びＫＰＩの欄に「★」が付記しているものは、2021年度実績値が未確定のため、2020年度実績値を用いて達成率を算出
※重点目標及びＫＰＩの欄が「白抜き文字」のものは、評価が３以下かつ新型コロナウイルス感染症の影響を受けた指標
※重点目標及びＫＰＩの欄が「太枠で囲み、下線を引いている」ものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標 12 ②医療・福祉の充実（22～33）



2020 2021 2022 2023 2024

2021当初
予算額(円)

2021
決算額(円)

目標値

実績値

主要施
策

施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(2020.3策定
時)

出典
等

NO
2021
達成率

評価
実績値(2021)
に対する説明

主な取組(2021)の内容及び成果 課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業　　　　　　　 

担当課

9,084 9,540 10,020 11,312 12,770 
・地域活動支援セン
ターⅢ型事業

16,692,000 12,660,000 

11,681 12,610
・障がい者総合支援福
祉サービス事務事業

16,900,000 14,493,638 

4,612 4,843 5,085 5,321 5,568 
・宮崎市障がい者基幹
相談支援・虐待防止セ
ンター事業

124,350,000 120,595,053 

4,507 4,635
・障がい福祉サービス
事業

8,800,000,000 9,237,476,124 

20,400 20,700 21,000 21,200 21,400 
・障がい者就労事業所
魅力アップ応援事業

4,850,000 4,850,000 

19,028
19,028

(2020実績)
・地域活動支援セン
ターⅠ型事業

25,200,000 25,200,000 

・共生社会ホストタウ
ン推進事業

2,020,000 1,057,178 

障がい者
相談支援
延べ利用
者数
(人)

9,372
(2018)

障が
い福
祉課
調べ

31 132.2% 5 

・2021年度実績値におい
て目標値を上回り、順調
に推移している。

障がい福
祉サービ
スの支給
決定者数
(4月1日現
在)
(人)

4,065
(2018)

障が
い福
祉課
調べ

32 95.7% 4 

・利用者は微増している
が、目標を達成すること
ができなかった。

【参考】
2021年度前年比102.8%
（目標：前年比105%）

★就労継
続支援Ｂ
型事業所
の平均工
賃額(月
額)(円)

19,191
(2017)

障が
い福
祉課
調べ

33 91.9% 4 

・2021実績未確定（2022
年９月確定予定）

【参考】
2020実績：19,028円

障が
い者
の自
立と
社会
参加
の促
進

○ 障がい者に創作的活動
や生産活動の機会のほ
か、就労に向けた訓練等
のサービスを提供し、障
がい者の自立と社会参加
を促進する。

○ 障がい者基幹相談支
援・虐待防止センターを
拠点に、各種福祉サービ
スの相談や利用支援等を
行い、障がい児者とその
家族の地域生活を支援す
る。

・相談支援事業において、障がい
者が障がい福祉サービスを利用す
るにあたり、自立した日常生活又
は社会生活を営むことが出来るよ
う配慮した利用計画となるよう努
め、また、事業者間の連絡調整等
を行った。

・市内４か所の基幹相談支援・虐
待防止センターにおいて、地域で
生活する障がい者やその家族、支
援者等に対し、障がい福祉サービ
スに関する相談や利用支援、障が
い者の権利擁護に関する事業を実
施した。

・障がい福祉サービス事業におい
て、障がい福祉サービス事業者を
通して、生活介護、自立訓練、就
労移行支援、就労継続支援等の障
がい福祉サービスの提供を実施し
た。

・市内２か所の地域活動センター
Ⅰ型において、相談支援事業を行
うとともに障がい者へ創作的活動
や生産活動の場を提供し、障がい
者の自立と社会参加を進めた。

・障がい理解の啓発イベントとし
て、市民に対してボッチャ体験会
のイベント及びブラインドサッ
カー体験会及び講演会を実施し
た。

・相談支援事業者と連携しなが
ら、サービスの必要性等を勘案し
たうえで、利用者のニーズに則し
たサービスの支給決定を行うとと
もに、機会を捉えて相談支援専門
員の資質向上を図っていく。

・地域における相談支援の拠点と
して、保健・医療・福祉・教育等
の関係機関が連携して障がい者を
支援する体制の整備が必要である
ことから、各センターに配置して
いるコーディネーターを中心とし
て実施する研修等を通して、市内
の相談支援事業所が障がい児者や
その家族の福祉サービスや生活支
援に関する様々な相談に対応でき
る支援体制の強化を図る。

・障がい福祉サービス事業におい
て、安定したサービス提供体制の
維持を目指しつつ、実地指導等を
通じて、障がい福祉サービス事業
者との連携を図り、併せて重症心
身障がい児・者や医療的ケアが必
要な障が児・者に対応した提供体
制の整備を推進していく。

・在宅の障がい者の自立と社会参
加を促進するため、センター等の
周知を図り、利用の促進に努め
る。

・障がい者スポーツ体験イベント
は継続して実施するほか、研修会
等を開催し、より障がい者理解が
促進されるよう努める。

障がい
福祉課

※重点目標及びＫＰＩの欄に「★」が付記しているものは、2021年度実績値が未確定のため、2020年度実績値を用いて達成率を算出
※重点目標及びＫＰＩの欄が「白抜き文字」のものは、評価が３以下かつ新型コロナウイルス感染症の影響を受けた指標
※重点目標及びＫＰＩの欄が「太枠で囲み、下線を引いている」ものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標 13 ②医療・福祉の充実（22～33）



第２期宮崎市地方創生総合戦略　重点目標及びＫＰＩ(重要業績成果指標)等実績評価シート

重点
項目

基本的
方向

A B C D E F G Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ Ｌ Ｍ Ｎ Ｏ Ｐ

2020 2021 2022 2023 2024

74.0 74.5 75.0 75.5 76.0 

76.3 76.7

320 325 330 335 340

292 301

70.0 75.0 80.0 80.0 80.0 

66.7 80.8 

A B C D E F G H I Ｊ Ｋ Ｌ Ｍ Ｎ Ｏ Ｐ Ｑ Ｒ S T

2020 2021 2022 2023 2024

2021当初
予算額(円)

2021
決算額(円)

70 90 110 130 150 
・空き家等対
策推進事業

4,339,000 4,350,000 

150 203

・空き家等対
策推進事業
(まちなか地
域モデル事
業)

1,140,000 1,055,000 

３　生活の質の向上と移住の促進を図る
　　「居住環境の充実」

■ 空き家等の既存ストックの流通を促すとともに、地域振興など他の施策と連携した取組を推進する。
■ 再生可能エネルギーの導入や省エネルギーへの取組などにより、環境負荷の少ない持続可能な社会の形成を図る。
■ 安定した消防体制を構築するとともに、地域防災のリーダーとなる人材を育成するなど、防災や減災に適切に対応できる環境を整備する。
■ ごみ減量やリサイクルに対する意識の向上を図るとともに、環境美化や河川浄化の取組を推進する。
■ 森林の保全を図るとともに、木材の多面的な活用を推進する。
■ 地域活動や市民活動を担う人材を育成するとともに、様々な活動団体等の連携を促進することで、自律性の高いコミュニティの形成を図る。
■ 各地域のまちづくりの方向性である地域魅力発信プランに即した取組を支援するとともに、地域資源を生かし、ビジネスの手法を用いて、課題の解決に向けた取組を促進する。
■ 関係機関や関係団体が連携して、移住希望者が求める情報提供や地域の魅力発信を行うとともに、移住後のフォローアップ等の支援体制を強化する。

目標値

実績値

目標値

実績値

重点目標
現況値

(2020.3策
定時)

出典等
2021
達成率

評
価

実績値(2021)に対する説明 担当課

居住環境に満足している人の割合
(％)

75.4
(2018)

市民意識
調査

103.0% 5 ・順調に推移し、2021目標値を達成した。
地域安全課、環境政策課、環境業務課、

環境指導課、建築住宅課　　　　　　

協働で行われている事業の数(事
業)

306
(2018)

文化・市
民活動課
調べ

92.6% 4 
・当初の協働事業予定数は324事業であったが、新型コロナウ
イルス感染症拡大の影響により23事業が中止となったことか
ら、実績としては、目標値に達することができなかった。

文化・市民活動課

移住センターが関与した移住世帯
の３年後の定着率(％)

33.3
(2018)

都市戦略
課調べ

107.7% 5 
・移住後のフォローアップを行い、目標を達成することがで
きた。

都市戦略課

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(2020.3策
定時)

出典等 NO
2021
達成率

評
価

実績値(2021)
に対する説明

主な取組(2021)の内容及び成果 課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業　　　　　　　 

担当課

既存ス
トック
の有効
活用

○ 関係団体等と
連携して、空き
家物件の情報収
集や提供を行う
ほか、空き家バ
ンクを運営する
とともに、モデ
ル地区を設定し
て、空き家入居
者への家賃等に
要する負担を軽
減するなど、中
古住宅の流通の
促進を図る。

空き家バ
ンク登録
件数(累
計)
(件)

63
(2015-
2018)

建築住
宅課調
べ

34 225.6% 5 

・2021年度の空き家
バンクには、売買、
賃貸に係る空き家物
件を新規に53件掲載
した。

・不動産取引に関し専門的知識を有する団体で
ある（一社）REC宮崎に空き家バンクの登録及
び空き家等に係る相談業務を委託するととも
に、意見交換会を２回行い連携を強化した。

・空き家バンクについて、納税通知書封筒裏面
広告や新聞紙上での広報に加え、自治会連合会
理事会においても周知を行った。

・青島モデル事業において、家賃補助12件を執
行し、空き家の解消を図った。

・まちなかモデル事業において、家賃補助４件
を執行し、空き家の解消を図った。

・空き家のニーズは、集合住宅が高く、戸建て住
宅は低い。よって、戸建て住宅を対象としている
空き家バンクの委託先と引き続き連携を強化し、
年間50件以上の新規登録を目指す。また空き家バ
ンクシステムを改修し、ユーザーの利便性（視認
性）を向上させる。加えて、空き家バンク登録住
宅を購入した方に対するインセンティブ強化等を
行う予定。

・現在の家賃補助受給者は集合住宅居住者が殆ど
で、戸建て空き家の解消に繋がらず新規受付は既
に終了している。現受給者も補助受給期限到来に
より終了する。 建築

住宅
課

※重点目標及びＫＰＩの欄に「★」が付記しているものは、2021年度実績値が未確定のため、2020年度実績値を用いて達成率を算出
※重点目標及びＫＰＩの欄が「白抜き文字」のものは、評価が３以下かつ新型コロナウイルス感染症の影響を受けた指標
※重点目標及びＫＰＩの欄が「太枠で囲み、下線を引いている」ものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標
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③居住環境の充実（34～58）



2020 2021 2022 2023 2024

2021当初
予算額(円)

2021
決算額(円)

目標値

実績値

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(2020.3策
定時)

出典等 NO
2021
達成率

評
価

実績値(2021)
に対する説明

主な取組(2021)の内容及び成果 課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業　　　　　　　 

担当課

71,325 75,547 80,020 84,757 89,775

74,532
74,532

(2020実績)

200 205 210 215 220

204 204

86.5 87.0 87.5 88.0 88.5 

87.5 87.4 

95 95 95 95 95 
・大規模災害
時備蓄品整備
事業

10,200,000 9,787,746 

69 
69

(2020実績)
・総合防災訓
練事業

1,500,000 71,500 

・避難場所等
環境整備支援
事業

4,000,000 3,940,859 

・洪水ハザー
ドマップ改訂
事業

96.3 96.7 97.0 97.2 97.4 
・非常備消防
活動事業

256,000,000 211,620,972 

94.7 92.2
・広域消防運
営事業

480,229,000 435,236,258 

41

・自主防災組織37組織に対して未交付の資機材
（折畳式リヤカー）を交付し、資機材の充実を
図った。

・高齢化の進展や自治会活動への意識の希薄さな
どから、組織によっては自主防災活動が停滞して
いる組織が見受けられるため、自治会連合会の総
会や研修会、出前防災講座等を活用し、実効性の
ある防災訓練の実施を推進する。また追加資機材
を交付し市民の防災意識を向上させる。

・自主防災力
向上対策事業

2,000,000 1,669,368 

消
防・
警防
課

スマー
トシ
ティの
取組の
推進

○ 気候の特性を
生かし、住宅用
の太陽光発電シ
ステムの設置に
要する費用の負
担を軽減するな
ど、再生可能エ
ネルギーの有効
な活用を図る。
○ 独自の環境マ
ネジメント規格
に基づいて、環
境に配慮した活
動を行う事業者
の環境マネジメ
ントシステムの
構築を支援・認
証することで、
事業者の自主的
な環境保全活動
を推進する。

★太陽光
発電設備
導入容量
(10kW未
満)(3月
31日現
在)
(kW)

65,194
(2018)

資源エ
ネル
ギー庁
調べ

35 98.7% 4 

・2021実績未確定
（2022年９月確定予
定）

【参考】
・2021.9月末時点
　76,384kW
・2020実績
　74,532KW

・住宅用の太陽光発電システム設置費の一部補
助を行った。

・太陽光以外の再生可能エネルギーの活用につい
て、検討していく必要がある。

・県と「再生可能エネルギー」や「革新的なエネ
ルギー高度利用技術」の活用について検討してい
くとともに、先進自治体等の情報収集を行い新規
事業化を目指す。

・太陽エネル
ギー利用機器
導入促進事業

24,000,000 38,849,401 

環境
政策
課

みやざき
エコアク
ション認
証登録事
業者数
(累計)
(事業者)

190
(2015-
2018)

環境政
策課調
べ

36 99.5% 4 

・新規認証ができな
かったため目標を達
成できなかった。

・新型コロナウイルス感染症の影響により説明
会が中止になる等十分な周知ができず、目標を
達成できなかった。

・認証事業者の業種が建設業に集中しているた
め、様々な業種・業態への周知・広報に努める。

・みやざきエ
コアクション
認証制度事業

1,860,000 1,146,757 

自主防災
組織の結
成率(3月
31日現
在)
(％)

87.0
(2018)

地域安
全課調
べ

37 100.5% 5 

・自主防災組織の新
規結成は3件あった
が、解散（自治会の
消滅含む）が5件あ
り、自主防災組織数
は減少となった。

・地域防災コーディネーターを中心に、自主防
災組織の未結成自治会に対して、新規結成を働
きかけた。

・地域の防災リーダーを育成するため、防災士
の資格取得のための費用の一部を助成した。

・新型コロナウイルス感染症の影響により、防
災士資格取得講座の参加者数自体が減少した。

・食糧や飲料水をはじめ、災害時に必要な資機
材等の整備を行い、非常食・飲料水に関し、宮
崎市備蓄基本計画に掲げる目標数を達成した。

・自治会内の人的・物的な問題から、自主防災組
織の新規結成を大きく増加させることは困難な状
況にあるが、地域防災コーディネーターを中心
に、引き続き、未結成自治会に対して粘り強く結
成を促していく。

・新規の防災士資格取得者を増やすとともに、助
成を受けた防災士の地域での活動を活性化させる
必要があるため、地域で活動しやすい環境整備を
図るとともに、地域での活動が期待できる人を防
災士として育成する仕組みを構築する。

・宮崎市備蓄基本計画に掲げる目標数に従い、年
次的に必要な物等の整備を進める。

・地域防災
リーダー育成
推進事業

900,000 179,000 

地域
安全
課

★市の登
録料の助
成を受け
た防災士
の数
(人)

80
(2018)

地域安
全課調
べ

38 72.6% 2 

・2021実績未確定

【参考】
・2020実績
　69人
※新型コロナウイル
ス感染症の影響によ
り試験日が後倒しと
なったため、2022年
度に助成手続きを繰
越し。また、新型コ
ロナウイルス感染症
の影響により講座の
参加者数自体も減少
している。

39

・指定緊急避難場所や避難経路等の設備拡充を
行う８箇所の自治会等に対し補助金を交付し
た。

・本事業は県の補助金を活用して実施しており、
県の補助が終了した際の事業の在り方について検
討する。 危機

管理
課

消防団員
充足率
(翌年度4
月1日現
在)
(％)

97.0
(2018)

消防局
総務課
調べ

40 95.3% 4 

・新型コロナウイル
ス感染症の影響で、
消防団行事が相次い
で中止となる中、可
能な限りマスコミや
広告等を活用した団
員募集やPR活動を
行ったが、十分な成
果が得られなかっ
た。

・常備消防と消防団
との連携訓練は、参
加人員や訓練規模の
縮小して実施し、最
低限度の協力連携体
制は確立できた。

・消防団員確保対策として、年額報酬等の見直
しを行い、団員の処遇改善を図った。

・消防団員加入促進プロモーションPR動画を作
成し、テレビCMをはじめSNS等を活用した団員
募集を実施した。

・地域別（分団別）消防団員募集ポスターを作
成し、地域に根付いた消防団活動PRを行った。

・消防団へ安全装備品（ヘルメット、防火手
袋）を計画的に整備した。

・２町との広域連絡会議の開催により連携強化
を図った。

・在勤者や通学者等の加入促進を含めた消防団員
確保対策として、広報紙、ホームページ（SNS・
動画）、消防団キャラクターを活用し、消防団の
知名度・イメージアップを図る。また、「消防団
協力事業所表示制度」や「学生消防団活動認証制
度」を積極的に活用するなど、事業所や大学等へ
の効果的な周知を行う。

・常備消防との合同訓練や研修を実施するととも
に、災害対応力の向上を図る。

・団活動や行事等のあり方を検討するためワーキ
ング部会を開催する。

消
防・
総務
課

防災対
策の推
進

○ 地域防災リー
ダーを育成し、
防災訓練を実施
するなど、市民
の防災意識を高
めるとともに、
消防団組織の充
実強化を図るほ
か、災害時にお
ける備蓄品の配
備や自主防災組
織に必要な資機
材を整備し、地
域における避難
路や避難場所等
の環境整備を支
援するなど、災
害時における避
難者等への支援
体制を確保す
る。

○ 警防、予防、
救急、救助等の
各分野の充実を
図り、適切に広
域消防を運営す
るとともに、資
機材等を計画的
に整備・更新
し、広域消防体
制の強化を図
る。

※重点目標及びＫＰＩの欄に「★」が付記しているものは、2021年度実績値が未確定のため、2020年度実績値を用いて達成率を算出
※重点目標及びＫＰＩの欄が「白抜き文字」のものは、評価が３以下かつ新型コロナウイルス感染症の影響を受けた指標
※重点目標及びＫＰＩの欄が「太枠で囲み、下線を引いている」ものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標
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③居住環境の充実（34～58）



2020 2021 2022 2023 2024

2021当初
予算額(円)

2021
決算額(円)

目標値

実績値

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(2020.3策
定時)

出典等 NO
2021
達成率

評
価

実績値(2021)
に対する説明

主な取組(2021)の内容及び成果 課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業　　　　　　　 

担当課

・ごみ減量啓
発事業

2,200,000 1,448,806 

・こども５Ｒ
学習事業

2,800,000 2,405,716 

・可燃ごみ分
類調査事業

1,990,000 2,076,470 

・家庭系生ご
み減量促進事
業

3,620,000 3,761,980 

・資源物集団
回収推進事業

7,680,000 5,702,601 

・ごみ関連
チャットボッ
ト事業

2,728,000 2,728,000 

100 100 100 100 100 

【環境政策課】
・河川浄化等推進員による河川のパトロールや
各地区の河川浄化推進協議会の支援を行い浄化
運動を市民、事業者、行政が一体となって推進
した。

【環境政策課】
・地域住民や事業者が主体となった河川浄化の取
り組みを連携して支援していく。

・更なる水質改善に向け、国、県、流域自治体と
連携し、大淀川上流域での河川浄化の取り組みを
推進していく必要がある。 ・河川浄化対

策事業
3,690,000 3,540,754 

環境
政策
課

100 100

【環境指導課】
・公共用水域の常時監視を実施し、水質状況を
把握した。

・事業場への立入検査を実施し、排水基準を遵
守するよう指導を行った。

【環境指導課】
・今後とも事業所の立入検査を計画的に実施し
て、事業者に対し指導に努めていく必要がある。

・水質汚濁防
止対策事業

4,370,000 4,047,000 
環境
指導
課

★市民１
人１日あ
たりのご
み排出量
(g)

993
(2018)

959 956 953 950 948

環境政
策課調
べ

42 100.8% 5 

・2021実績未確定
（2022年７月確定予
定）

【参考】
・2020実績　
　948g

【環境政策課】
・市が委嘱している「ごみ減量アドバイザー」
や自治会から選任された「分別大使」の活動に
より、地域に根ざしたごみ減量とリサイクル推
進の意識向上を図った。

・市広報や世帯配布文書等での啓発を実施し
た。

・新型コウイルス感染症対策のためイベントが
中止となっている。

・子どもへの啓発として、保育所や幼稚園でご
み減量とリサイクルに関する環境学習会を、児
童センターや子ども食堂でごみ減量・分別学習
を実施した。

・小中学校で５Ｒ学習等の環境教育を実施し
た。

・食品ロスの実態調査を実施し、廃棄されてい
る量の把握を行った。

【環境政策課】
・子どもへの啓発を発展させるためのノウハウを
蓄積しながら、未就学児や小中学生を対象にした
ごみ減量・分別学習に取り組み、子どもの時期か
ら資源の循環についての意識を高める活動を行
う。

・商業施設やイベントでの啓発活動を取り入れる
などして、自治会未加入世帯への啓発を更に進め
て、市民全体のごみ減量とリサイクル推進の意識
向上を図る。

・本年実施した食品ロスの調査結果を活用しなが
ら、市民に対して、食品ロス削減に向けた啓発を
行っていく。

環境
政策
課

948
948

(2020実績)

【環境業務課】
・生ごみの自家処理を推進するため、生ごみ処
理器の支給や電動生ごみ処理機購入費補助金の
交付に加え、生ごみ処理器の使用状況に関する
アンケートを行い、使い方研修会や生ごみ等を
利用した土作り現地見学会を実施した。

【環境業務課】
・アンケートによると、特に屋内型生ごみ処理器
の使用率が低く、使い方に問題があるケースが多
いと推測される。使い方研修会や現地見学会を継
続して実施し、効果的な処理方法を周知し、更な
る生ごみのたい肥化と減量化を図る。

環境
業務
課

公共用水
域環境基
準(BOD)
達成率
(％)

100
(2018)

環境指
導課調
べ

43 100.0% 5 

・公共用水域の水質
測定地点のBOD値
は、いずれも環境基
準値以下となってい
る。

環境保
全の推
進

○ ごみの減量や
リサイクルを推
進するため、環
境教育や啓発活
動等を行うとと
もに、家庭にお
けるごみの分別
や減量化の取
組、地域におけ
る資源物回収な
どのリサイクル
活動を支援す
る。

○ 市民や事業
者、関係機関、
関係団体が一体
となって、河川
浄化の取組を推
進し、水質の維
持・改善を図
る。

○ 森林所有者に
よる間伐や植林
の取組を支援す
るとともに、市
産材を活用した
木造住宅の建築
を促すなど、木
材の需要拡大を
推進し、森林の
公益的機能の確
保を図る。

※重点目標及びＫＰＩの欄に「★」が付記しているものは、2021年度実績値が未確定のため、2020年度実績値を用いて達成率を算出
※重点目標及びＫＰＩの欄が「白抜き文字」のものは、評価が３以下かつ新型コロナウイルス感染症の影響を受けた指標
※重点目標及びＫＰＩの欄が「太枠で囲み、下線を引いている」ものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標
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③居住環境の充実（34～58）



2020 2021 2022 2023 2024

2021当初
予算額(円)

2021
決算額(円)

目標値

実績値

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(2020.3策
定時)

出典等 NO
2021
達成率

評
価

実績値(2021)
に対する説明

主な取組(2021)の内容及び成果 課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業　　　　　　　 

担当課

10 10 10 10 10

7 3

204 238 238 188 193

130 122

340 340 340 260 260

312 390

47

【参考】2020年度取組内容
・焼却処理施設の運転管理、修繕等を公益財団
法人宮崎県環境整備公社へ委託し、安全で安定
的に焼却処理した。また、余熱の有効利用、焼
却灰の適正処理を行った。

・リサイクル施設の運転管理、修繕等を公益財
団法人宮崎県環境整備公社へ委託し、安全で安
定的に処理し、資源物回収に努めた。

・焼却施設からの不燃物や残渣の埋立処理を公
益財団法人宮崎環境整備公社へ委託し、最終処
分場の延命化を図るとともに、浸出水の適正処
理を行った。

【参考】2020年度の方向性
・(公財)宮崎県環境整備公社の解散に伴い、本市
がエコクリーンプラザみやざきの新たな運営主体
となることから、本事業は終了となる。よって
2020年度で廃止とする。

・エコクリー
ンプラザみや
ざき運営委託
事業

環境
施設
課

48

・「石崎川水系」の浄化推進協議会を主催し、
地元小学生による稚魚放流等の啓発活動に取り
組んだ。

・「一ツ瀬川水系」の協議会に参加し、河川監
視や啓発品配付による啓発活動に取り組んだ。

・河川環境の保全を推進するため、地域住民の意
識向上や水質事故時の連絡体制整備が必要であ
る。

・引き続き、地域住民への啓発活動や、関係機関
等との協力体制の整備を行い、河川浄化活動を推
進する。

・河川浄化対
策事業

472,000 460,000 

佐土
原・
地域
市民
福祉
課

宮崎市産
材関連事
業を活用
した住宅
戸数
(棟)

12
(2018)

森林水
産課調
べ

44 30.0% 1 

・7件の問合せに対
し、3件の実績と
なった。

・SGEC材利用の意義についてPR等に努め、補助
の利用促進を図ったが、国や県の同様な補助金
があり、そちらの方が補助金が高いこと、SGEC
材の認証のための費用が高額なことから、供給
業者が減少による材の確保が困難になっている
ことが原因で申請者が減少している。

・国の森林整備事業を利用した間伐及び植林に
対し、10％の上乗せ補助を実施した。

・補助のあり方について検討し、SGEC材の補助対
象箇所の拡大等による補助金額の増などの、利用
促進の検討を行う。

・植林に係る補助を継続して実施しているが、高
齢化や世代交代等により森林に無関心な所有者が
増えていることから、植林率が下がっている。森
林経営管理制度を推進し、適切に管理される森林
を増やすことで植林率向上を図る。 ・宮崎市産材

利用促進事業
3,400 908 

森林
水産
課

植林面積
(ha)

136
(2018)

森林水
産課調
べ

45 51.3% 2 

・森林所有者の高齢
化による植林意欲の
低下により、目標値
に達しなかった。

・間伐・植林
促進強化対策
事業

5,000,000 3,491,829 

伐採面積
(ha)

260
(2018)

森林水
産課調
べ

46 114.7% 5 

・木材価格が上昇し
たことにより伐採面
積が増加し目標を達
成できた。　

環境保
全の推
進

○ ごみの減量や
リサイクルを推
進するため、環
境教育や啓発活
動等を行うとと
もに、家庭にお
けるごみの分別
や減量化の取
組、地域におけ
る資源物回収な
どのリサイクル
活動を支援す
る。

○ 市民や事業
者、関係機関、
関係団体が一体
となって、河川
浄化の取組を推
進し、水質の維
持・改善を図
る。

○ 森林所有者に
よる間伐や植林
の取組を支援す
るとともに、市
産材を活用した
木造住宅の建築
を促すなど、木
材の需要拡大を
推進し、森林の
公益的機能の確
保を図る。

※重点目標及びＫＰＩの欄に「★」が付記しているものは、2021年度実績値が未確定のため、2020年度実績値を用いて達成率を算出
※重点目標及びＫＰＩの欄が「白抜き文字」のものは、評価が３以下かつ新型コロナウイルス感染症の影響を受けた指標
※重点目標及びＫＰＩの欄が「太枠で囲み、下線を引いている」ものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標
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③居住環境の充実（34～58）



2020 2021 2022 2023 2024

2021当初
予算額(円)

2021
決算額(円)

目標値

実績値

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(2020.3策
定時)

出典等 NO
2021
達成率

評
価

実績値(2021)
に対する説明

主な取組(2021)の内容及び成果 課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業　　　　　　　 

担当課

2,300 2,350 2,400 2,450 2,500 
・地域コミュ
ニティ活動交
付金事業

86,036,000 77,170,526 

2,142 2,186
・自治会加入
促進事業

468,000 502,200 

70.0 80.0 90.0 90.0 90.0 
・自治会助成
事業

189,400,000 183,348,972 

45.4 45.4 
・地域まちづ
くり人材スキ
ルアップ事業

620,000 246,203 

59.5 60.5 61.5 61.5 61.5 
・地域まちづ
くりアドバイ
ザー派遣事業

480,000 108,000 

53.2 52.4 
・地域のお宝
発掘・発展・
発信事業

0 0 

地域コ
ミュニ
ティの
活性化

○ 自治会等の地
域活動、ボラン
ティアやＮＰＯ
等の市民活動の
ほか、地域の多
様な主体で構成
する地域まちづ
くり推進委員会
の活動を支援す
るなど、地域協
議会と連携し
て、地域魅力発
信プランに資す
る取組を促進す
るとともに、地
域との協働によ
り、地域資源を
生かした取組を
推進する。

○ 多様で高度化
する地域課題の
解決に向け、ま
ちづくりを担う
人材の育成を支
援するととも
に、専門性を有
する人材がまち
づくりにかかわ
り、地域の多様
な主体による連
携や経営の視点
を含めた取組を
促進すること
で、地域や住民
ニーズに合った
公共サービスの
提供につなげる
など、自律性の
高いコミュニ
ティの形成を図
る。

○ 教育機関や関
係団体等と連携
して、消費者教
育に係る講座等
を開催するとと
もに、消費生活
に関する相談や
苦情等への対応
を行うことで、
市民の安全・安
心な消費生活の
確保を図る。

地域まち
づくり推
進委員会
の委員数
(5月1日
現在)
(人)

2,207
(2019)

地域コ
ミュニ
ティ課
調べ

49 93.0% 4 

・昨年度よりは各種
団体等への加入促進
の取組により委員数
が増加しているが、
多くの地域で委員が
固定化しており、目
標を達成することが
できなかった。

・市広報紙での自治会紹介、校長会や職員研
修、大学の新入生オリエンテーションでの資料
配布、総合案内でのリーフレット配布などで、
（通称）きずな社会づくり条例を周知し、地域
活動への参加を呼びかけている。

・自治会連合会と連携し、分譲マンションの自
治会設立要件を緩和し、集合住宅居住者が自治
会に加入しやすい環境を整えた。

・建築行政課に提出される中高層建築物の建築
計画届出をもとに、自治会、建築主、地域自治
区事務所に自治会加入促進にかかる情報提供を
行っている。

・自治会加入世帯の増加数に応じて、当該自治
会に補助金を交付し、自治会の勧誘活動を奨励
している。

・これまで転入者向けに自治会加入促進チラシ
を配付していたが、それに加え市内転居者へも
チラシの配付を始めた。

・公立公民館等が生涯学習と地域活動の拠点と
して、多様な主体の交流の場となるよう、教育
委員会と協議のうえ、交流センター等の市長部
局所管施設をコミュニティ施設に転換すること
とし、条例の改正を行った。

・地域の多様な団体等が利用しやすい施設にす
るとともに、利用者と地域の接点を強化するた
め、公立公民館等の使用基準の改正を行った。

・地域包括ケアシステムの構築に向けて取り組
むため、関係部局と協議し、生活支援コーディ
ネーターを兼務する地域自治区事務所を拡大す
ることとした。

・地域まちづくり推進委員会の活動が持続可能
なものとなるよう人材や財源の確保につなげる
ため、地域版ふるさと納税制度を創設し、寄附
額49.5万円を集めた。この寄附金は、地域コ
ミュニティ活動交付金（特例交付金）として、
交付するため、関係者や評価委員会の意見を踏
まえ、要綱やマニュアルを整備した。

・きずな社会づくり条例のリーフレットや市ホー
ムページ、市広報紙などを活用し、自治会や地域
自治区制度の重要性について市民の理解を深め
る。

・自治会の加入促進を図るため、加入率低下の要
因となっている集合住宅に関し、自治会加入のあ
り方を自治会連合会とともに検討する。また分譲
マンションについては、要請があれば理事会等に
参加し、自治会設立のための説明を引き続き行
う。

・自治会役員のなり手不足を要因とする自治会解
散の相談もあるため、自治会運営の負担となって
いる市からの依頼業務の軽減を図る。

・自治会加入率には地域差があることから、未加
入対策の取組みを地域ごとに検討する。

・地域まちづくり推進委員会の自立性を高め、活
動の継続性を確保するため、意見交換やヒアリン
グを通して、地域まちづくり推進委員会の活動の
実態を把握し、評価委員会との連携のもと、地域
コミュニティ活動交付金の効果的な活用方法の検
討を進める。

・改正した公立公民館等の影響や効果等を検証す
る。

・「地域のお宝発掘・発展・発信事業」が地域自
治区に必要な事業として、継続していけるよう、
地域協議会と連携し、側面からの支援を継続す
る。

地域
コ
ミュ
ニ
ティ
課

地域魅力
発信プラ
ンの実現
率
(％)

40.1
(2018)

地域コ
ミュニ
ティ課
調べ

50 56.8% 2 

・コロナ禍で事業の
中止や変更が余儀な
くされたことや、地
域魅力発信プランの
改訂を行った地域も
あるため、プランに
おける取組の進捗
（実現率）が、目標
を達成することがで
きなかった。

自治会加
入率(6月
1日現在)
(％)

55.2
(2018)

地域コ
ミュニ
ティ課
調べ

51 86.6% 3 

・地域に対する関心
や住民相互のつなが
りの希薄化に伴い、
自治会加入世帯数の
減少が依然として続
いている。それに伴
い、自治会加入率は
低下し、目標を達成
することができな
かった。

※重点目標及びＫＰＩの欄に「★」が付記しているものは、2021年度実績値が未確定のため、2020年度実績値を用いて達成率を算出
※重点目標及びＫＰＩの欄が「白抜き文字」のものは、評価が３以下かつ新型コロナウイルス感染症の影響を受けた指標
※重点目標及びＫＰＩの欄が「太枠で囲み、下線を引いている」ものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標
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2020 2021 2022 2023 2024

2021当初
予算額(円)

2021
決算額(円)

目標値

実績値

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(2020.3策
定時)

出典等 NO
2021
達成率

評
価

実績値(2021)
に対する説明

主な取組(2021)の内容及び成果 課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業　　　　　　　 

担当課

52

【消費者教育】
・消費者教育に係る講座等について16回実施
し、延べ1,041名が受講した。

【消費生活相談】
・消費生活に関する相談や苦情等については､
消費生活相談2,394件(うち、多重債務108件)､
その他309件､消費生活無料法律相談122件で
あった｡

【消費者教育】
・各世代に対応した消費者教育が十分に行き届い
ていない現状がある。成年年齢の引下げが施行さ
れる初年度にあたり、今後も若年層への消費者教
育啓発の積極的な実施を目指す。

【消費生活相談】
・消費者トラブルは、年々多様化・複雑化してお
り、その相談に対応するための知識習得が常に必
要である。様々な消費者トラブルに対応するた
め、研修への参加により消費生活相談員のレベル
アップ等を図る。

・消費者行政
推進事業

1,950,000 1,277,028 
商業
政策
課

53

・新型コロナウイルス感染拡大により、緊急事
態宣言等も発出され、国内での往来自粛の影響
もあり、取組を実施することができなかった。

・地域や地域の人々と多様に関わる関係人口を創
出し、地域づくりの担い手不足の解消につなげる
ため、関係人口の創出につながる取組を行う。

・「関係人
口」創出モデ
ル事業

1,000,000 0 
都市
戦略
課

・宮崎市市民
活動支援基金
活用事業

7,000,000 2,529,168 

・宮崎市民活
動保険運営事
業

1,313,000 740,670 

・市民活動セ
ンター指定管
理料

26,991,000 26,991,000 

・史跡・埋蔵
文化財公開活
用事業

2,620,000 2,565,056 

・民俗芸能伝
承事業

1,965,000 1,333,806 

・宮崎城跡保
存整備事業

148,000 6,251 

・特攻基地慰
霊祭補助事業

50,000 43,197 

・地域の平和
資料活用事業

0 0 

54

・第五次宮崎市総合計画との整合を図り、多様
で自律性のあるコミュニティを形成するため、
2019年度、「宮崎市市民活動推進基本方針（改
訂版）」を策定、2020年度基本計画のアクショ
ンプランについても策定、2021年度にアクショ
ンプランの評価・検証を実施した。

・市民活動団体の活動を支援するため、市民活
動支援基金活用事業では、市民活動支援補助金
を始業期・成長期コースを10件、まちづくり環
境整備事業１件を交付した。

・市民活動を総合的に支援するため、情報提供
や相談の受付、ボランティアコーディネート、
学習、研修、交流機能、会議室、機材の貸し出
し等を行う、「宮崎市民活動センター」を運営
した。

【課題】
・基本方針の改訂内容についてさらに理解が深め
られるよう、関係者に周知を図る必要がある。
・庁内をはじめ、各種団体等の「協働」や「共
創」に対する認識を高めるとともに施策の実効性
を高めるため、アクションプランに沿った基本方
針の評価・検証を実施する必要がある。
・市民活動センターの指定管理業務について、新
たな基本方針に沿ったものとなるよう、検討・協
議が必要である。

【方向性】
・基本方針の概要版を活用し、各種団体等に対す
る研修会や市政出前講座等で周知を図る。
・基本方針における施策の位置づけや成果指標を
設定したアクションプランに沿って、施策の評
価・検証を行い、宮崎市民活動推進委員会の意見
を踏まえ、各課への事業に反映するよう促す。

文
化・
市民
活動
課

55

【公開活用】
・2021年度は、現在整備中の市内５件の国指定
史跡と、文化財の普及活動を行った。内容は、
新型コロナウイルス感染症の影響を考慮したも
のとし、文化財関連イベントを８回、企画展示
を２回実施した。それにより、市民の文化財に
対する興味・関心を高めることができた。

【民俗芸能伝承事業】
・民俗芸能の保存・伝承を推進するため、宮崎
市民俗芸能登録団体に対し、その経費の一部助
成を行った。
・民俗芸能が次世代に引き継がれることを目的
として「第34回みやざき民俗芸能まつり」の開
催を予定していたが、新型コロナ感染拡大の影
響により中止となった。

【宮崎城跡保存整備事業】
・貴重な文化財である宮崎城跡を諸開発から保
護し、後世へと伝えるため、地権者や関係者か
ら国指定文化財への同意取得を進めた。

【公開活用】
・文化財関連イベントは高齢者層と小学生の参加
が多いが、その他の年齢層の興味をひく工夫をす
る。また、ICTや先端技術の活用など、新たな活
用手段の検討を進める。
・地域住民との連携をさらに図り、行政主導から
市民主導へと段階的に移行することを目指す。

【民俗芸能伝承事業】
・高齢化や地域行事の変化により、伝承活動が困
難となっている。後継者育成や芸能の記録保存な
どを行い、民俗芸能を次世代に継承するため、
「みやざき民俗芸能まつり」の継続、民俗芸能団
体と地域の学校との連携サポート、継承に必要な
経費に対する助成を継続して行う。

【宮崎城跡保存整備事業】
・地権者（相続人含む）約450名のうち、約80名
より同意が得られていない。文化庁、宮崎県と同
意取得困難地の取り扱いについて協議を行い、文
化財指定に向けた手続きを進めていく。

文化
財課

56

【特攻基地慰霊祭補助事業】
・新型コロナウイルス感染症の蔓延に伴い、慰
霊祭実行委員会の委員のみでの縮小開催とし
た。

・日時：2021年４月11日（日）

【地域の平和資料活用事業】
・2020年度までの事業であったため、2021年度
は今後の資料の活用方法等について検討を行っ
た。

・８月に宮崎大学図書館で資料展を開催した
（補助なし）。

・奉賛会や遺族の方々など関係者の多くが高齢化
していることから、今後も引き続き慰霊祭を存続
していくためには、若い世代にこの取組を引き継
ぐ必要がある。
・戦争当時の記憶の風化や、現存する戦争資料や
遺品等の劣化が懸念される中、地域と連携し、地
域に残る貴重な資料等を広く市民に周知するとと
もに、若年層の恒久平和への認識と理解を深め、
戦争の記憶と平和への思いを次世代に伝えていく
必要がある。
・今後、小・中学校の「総合的な学習の時間」等
を活用し、児童・生徒が地域の方々の戦争体験を
通じて、戦争の悲惨さを学び、恒久平和に対する
理解を深めることで、世代を超えてこの取組を引
き継いでいく体制づくりに努める。
・「地域の平和資料活用事業」は、2022年度から
「平和の資料継承事業」として再構築し、宮崎特
攻基地慰霊祭実行委員会に助成を行い、資料展を
開催することとした。

福祉
総務
課

地域コ
ミュニ
ティの
活性化

○ 自治会等の地
域活動、ボラン
ティアやＮＰＯ
等の市民活動の
ほか、地域の多
様な主体で構成
する地域まちづ
くり推進委員会
の活動を支援す
るなど、地域協
議会と連携し
て、地域魅力発
信プランに資す
る取組を促進す
るとともに、地
域との協働によ
り、地域資源を
生かした取組を
推進する。

○ 多様で高度化
する地域課題の
解決に向け、ま
ちづくりを担う
人材の育成を支
援するととも
に、専門性を有
する人材がまち
づくりにかかわ
り、地域の多様
な主体による連
携や経営の視点
を含めた取組を
促進すること
で、地域や住民
ニーズに合った
公共サービスの
提供につなげる
など、自律性の
高いコミュニ
ティの形成を図
る。

○ 教育機関や関
係団体等と連携
して、消費者教
育に係る講座等
を開催するとと
もに、消費生活
に関する相談や
苦情等への対応
を行うことで、
市民の安全・安
心な消費生活の
確保を図る。

※重点目標及びＫＰＩの欄に「★」が付記しているものは、2021年度実績値が未確定のため、2020年度実績値を用いて達成率を算出
※重点目標及びＫＰＩの欄が「白抜き文字」のものは、評価が３以下かつ新型コロナウイルス感染症の影響を受けた指標
※重点目標及びＫＰＩの欄が「太枠で囲み、下線を引いている」ものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標
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2020 2021 2022 2023 2024

2021当初
予算額(円)

2021
決算額(円)

目標値

実績値

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(2020.3策
定時)

出典等 NO
2021
達成率

評
価

実績値(2021)
に対する説明

主な取組(2021)の内容及び成果 課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業　　　　　　　 

担当課

130 160 190 210 240
・みやざきＩ
ＪＵ(移住)・
定住促進事業

10,340,000 10,083,334 

299 469
・移住・定住
支援事業

29,400,000 76,400,000 

700 720 750 900 900

1,141 1,351

移住・
定住対
策の推
進

○ 移住センター
を拠点として、
雇用や住まい等
に係る官民の
ネットワークを
構築し、移住希
望者に対する相
談窓口や情報提
供の一元化を図
るなど、移住希
望者の関心を高
める取組を推進
する。

○ 移住希望者の
ニーズに適切に
対応するととも
に、移住アンバ
サダーや関係団
体等と連携し
て、移住者の
フォローアップ
を行うなど、移
住者の定着を図
る。

移住セン
ターが関
与した移
住世帯数
(累計)
(世帯)

134
(2015-
2018)

都市戦
略課調
べ

57 293.1% 5 

・これまで行ってい
た都市部でのイベン
トが開催できなかっ
たものの、オンライ
ンによるイベントや
相談を充実し、2021
年度は移住世帯数
170件、移住相談
1,351件といずれも
過去最多となった。

・コロナの影響で大都市圏でのイベントがほと
んど実施できなかったが、オンラインのイベン
トではオンラインの優位性を生かし、先輩移住
者に出演いただくことで、経験談やアドバイス
など生の声を参加者に届けることができてお
り、コロナ禍においても満足度の高いイベント
実施できている。

・コロナの影響で現地でのイベント開催等が困難
な状況が見込まれるが、今後は大都市を離れても
リモートワークで仕事ができる人をターゲットと
し、本市の魅力でもある豊かな自然や食といった
強みを発信しながら、移住促進につなげていきた
い。

都市
戦略
課

移住セン
ターにお
ける移住
希望者の
相談件数
(件)

888
(2018)

都市戦
略課調
べ

58 187.6% 5 

※重点目標及びＫＰＩの欄に「★」が付記しているものは、2021年度実績値が未確定のため、2020年度実績値を用いて達成率を算出
※重点目標及びＫＰＩの欄が「白抜き文字」のものは、評価が３以下かつ新型コロナウイルス感染症の影響を受けた指標
※重点目標及びＫＰＩの欄が「太枠で囲み、下線を引いている」ものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標
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第２期宮崎市地方創生総合戦略　重点目標及びＫＰＩ(重要業績成果指標)等実績評価シート

重点
項目

基本的
方向

A B C D E F G Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ Ｌ Ｍ Ｎ Ｏ Ｐ

2020 2021 2022 2023 2024

高校
42.5
大学
36.3

高校
41.9
大学 
35.9

高校 
41.3
大学 
35.4

高校 
40.7
大学 
35.0

高校 
40.1
大学 
34.6

高校
42.8
大学
36.0

高校
38.9
大学
36.6

高校　
65.0
大学等
53.3

高校
65.0
大学等
53.3

高校  
65.0

大学等
53.3

高校  
65.0
大学等
53.3

高校  
65.0
大学等
53.3

高校　
62.7
大学等
46.3

高校
65.7
大学等
46.5

A B C D E F G H I Ｊ Ｋ Ｌ Ｍ Ｎ Ｏ Ｐ Ｑ Ｒ S T
2020 2021 2022 2023 2024

担当課

2021当初
予算額(円)

2021
決算額(円)

30.9 31.4 31.9 32.4 32.9 
・地元とつなが
る人材育成支援
事業

1,600,000 1,028,124 

30.3 29.1 
・本庄高校魅力
化推進事業

97,000 0 

20.0 20.0 20.0 20.0 20.0 

27.1 23.3 

４　地域や企業ニーズに合った
　　「人材の育成」

■ 教育機関や地元企業等の関係機関の連携により、地域や企業ニーズに合った人材を育成する。
■ 企業経営者の経営に対する認識やノウハウを高め、従業者のスキルアップを図るなど、質の高い人材の育成を促進する。
■ 企業のマネジメント層の人材を育成するとともに、外部からの人材登用を促進する。
■ 新規就農者の生産性を向上させる仕組みを構築するほか、農業法人等における雇用を確保するなど、新たな担い手や後継者を育成する取組を推進する。
■ 地元企業の雇用環境などの見える化を推進し、学生や保護者等の地元企業への興味や関心を高め、就業につなげていく。

目標値
実績値

目標値

実績値

重点目標
現況値

(2020.3策定時)
出典等

2021
達成率

評
価

実績値(2021)に対する説明 担当課

県内就職した新規学卒者の３年以内
の離職率(％)

高校 43.7
大学 37.1
(2018)

宮崎労
働局調
べ

高校
107.7%
大学
98.1%

5 
・大学卒業については目標に達していない。高校卒業に
ついては目標に達したが、年度ごとにばらつきがあり、
長期的なスパンで見る必要がある。

工業政策課

県内新規学卒者の就職内定者のうち
県内就職内定率(％)

高校  59.1
大学等45.0
(2018)

宮崎労
働局調
べ

高校
101.1%
大学等
87.2%

4 
・大学卒業については目標未達。高校卒業については、
県や労働局と連携した取組により、目標を達成すること
ができた。

工業政策課

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(2020.3策定時)
出典等 NO

2021
達成率

評
価

実績値(2021)
に対する説明

主な取組(2021)の内容及び成果 課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業　　　　　　　 

キャリア
教育・学
び直しの
場の提供

○ 高等教育機関
等が中心とな
り、地元の教育
機関や企業と連
携するなど、
キャリア教育や
学び直しの場を
提供する取組を
支援する。 県内高校生の

県内大学・短
大への進学率
(％)

29.9
(2018)

学校
基本
調査
(文部
科学
省)

59 92.7% 4 

・地元の教育機関との連
携等により、学生や保護
者等の地元への関心が高
まってきているが、目標
を達成することはできな
かった

・市内の大学等及び企業団体等が実
施した学生の地元定着（就職）を目
的とする取組（3大学等、2企業団体
等）に対して助成を行った。

・具体には、大学等では市内・県内
の企業見学、企業へのインターン
シップや講演会などが実施され、企
業団体等では模擬就活や地元に関す
るワークショップなどが実施され
た。

・助成事業の実施により、学生の地
元志向が高まるとともに、学生の地
元定着に関する大学等及び企業団体
等の意識向上につながった。

・若者の地元への定着を図るため、
本市が構成員として参画する「本庄
高校魅力化推進協議会」における活
動の一環として例年実施する高岡中
学校からの実践発表会見学について
は、新型コロナウイルス感染拡大防
止の観点から見送られた。

・市内の大学等や専門高校(職
業系高校)において地元定着に
向けた取組が行われているが、特
定の企業との連携に留まっていた
り、地元定着に結びついていない
などの現状がある。

・市内の企業団体や事業組合
(商工会議所、経営者協会等)もそ
れぞれに人材確保に受けた取組を
行っているが、高校や大学等との
更なる連携が求められている。

・地元企業のニーズに応じた人材
育成を行いたい学校と、認知度の
向上を図りたい企業等の連携を促
進し、より効率的で効果的な若者
の地元定着の取組を促進してい
く。

・このほか、本庄高校の魅力を向
上させる取組については、「本庄
高校魅力化推進協議会」の活動と
連携を図りながら、魅力化の気運
醸成に繋がるものとなるよう検討
していく。

企画
政策
課

市の支援する
地元定着事業
を活用した地
元就職を希望
する学生(県
内出身者)の
増加率(％)

22.0
(2018)

企画
政策
課調
べ

60 116.5% 5 

・事業の目的を達成し得
る取組の選定に努めたこ
とで、効果的な取組が実
施され、地元企業等の認
知度及び学生の地元志向
が向上し、目標を達成す
ることができた。

※重点目標及びＫＰＩの欄に「★」が付記しているものは、2021年度実績値が未確定のため、2020年度実績値を用いて達成率を算出
※重点目標及びＫＰＩの欄が「白抜き文字」のものは、評価が３以下かつ新型コロナウイルス感染症の影響を受けた指標
※重点目標及びＫＰＩの欄が「太枠で囲み、下線を引いている」ものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標 21 ④人材の育成（59～69）



2020 2021 2022 2023 2024

担当課

2021当初
予算額(円)

2021
決算額(円)

目標値

実績値

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(2020.3策定時)
出典等 NO

2021
達成率

評
価

実績値(2021)
に対する説明

主な取組(2021)の内容及び成果 課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業　　　　　　　 

205 230 255 290 325
・認定職業訓練
助成事業

3,111,000 2,866,000 

226
226

（2020実績）

・若者ステップ
アップ・定着支
援事業

3,300,000 3,300,000 

100 100 100 100 100

16 56

17 17 17 17 17

- 13

64

・地域課題や行政課題の解決につな
げるため、優れた知識や人材等を有
する市内の大学等が行う地域貢献や
まちづくりに資する調査・研究等に
対して助成を行った。
(補助実績)11件

・助成対象研究の一層の成果の活
用が望まれている。

・地域貢献学術
研究助成事業

13,100,000 10,134,946 
企画
政策
課

★市が支援す
る就職セミ
ナー等を受講
して就職した
人の数(累計)
(人)

147
(2015-2018)

工業
政策
課調
べ

61 98.3% 4 

・2021実績未確定（2022
年7月頃確定予定）

【参考】
2020実績：226人

・若年技能者の入社後の技術習得の
ための職業訓練や、新規学卒者の入
社後のフォローアップ研修を実施し
た。

・新型コロナウイルス感染症の影
響により、就職セミナーや説明会
等のイベントが激減しているた
め、コロナ禍でも行える手法を模
索し、若年層の求職者や新入社員
への支援を行っていく。

工業
政策
課

情報サービス
関連人材の育
成者数
(人)

130
(2018)

工業
政策
課調
べ

62 56.0% 2

・コロナ禍により、当初
予想より下回ったもの
の、昨年度の実績よりは
改善された。

・宮崎市ICT企業連絡協議会が主催
する、人材育成に関するセミナーを
開催した。

・新型コロナウイルスの影響によ
り、情報サービス関連人材の育成
に関するイベントの活動量が激減
している反面、企業活動は継続し
ている。継続的な人材育成活動を
行うためにも、コロナ禍でも行え
る継続的な活動を模索しなければ
ならない。

・情報サービス
人材の発掘と育
成支援事業

500,000 500,000 
工業
政策
課

高度ＩＣＴ技
術者新規雇用
者数(人)

15
(2018)

工業
政策
課調
べ

63 76.5% 2 

・高度ICT人材確保のた
め、宮崎－バングラデ
シュモデルにより採用さ
れたIT技術者の雇用を助
成する「バングラデシュ
IT技術者雇用促進事業」
を行っているが、新型コ
ロナウイルスによる入国
制限の影響で、今年度来
日就労予定だった17名の
うち、４名がが入国でき
ず、2021年度中に就労開
始できなかった。

・なお、2020年度につい
ては、新型コロナウイル
ス感染症による入国制限
により入国できなかった
ため、実績は「-」とし
ている。

・立地企業や、今後立地を検討して
いるIT企業に対し、制度の周知を
図った。

・コロナ禍による来日制限があるな
か、情報を収集し、いつでも助成で
きるよう準備していた。

・宮崎－バングラデシュモデルの
JICA関与は2020年に終了し、宮崎大
学が事業承継されたため、継続して
支援できるよう準備している。

・さらに、土木等のIT技術者を獲得
するため、JICA草の根事業に応募・
採択され、実施団体である宮崎大学
と連携して手続きを進めている。

・新型コロナウイルス禍中でも、
IT業界は活発であり、人手不足は
解消されていない。

・全国的なIT技術者不足のため、
市内企業に勤めるバングラデシュ
IT技術者が都市部へ引き抜かれる
事例もあることから、彼らに対す
るサポートも継続する必要があ
る。

・この制度を利用するため、市内
に立地する企業もあることから、
市内企業が優秀な人材を獲得でき
るよう、引き続き支援していく。

・バングラデ
シュＩＴ技術者
雇用促進事業

10,200,000 7,198,250 
工業
政策
課

地域や企
業ニーズ
に対応し
た人材の
育成等

○ 高等教育機関
が実施する地域
課題や地元企業
のニーズに合っ
た調査研究を支
援する。

○ 専門機関が実
施する研修や訓
練等への地元丸
企業の参加を支
援し、経営者や
従業員の経営能
力や技能等の向
上を図る。

○ 地元企業にお
けるマネジメン
ト層などの人材
の育成や、高度
人材の外部から
の登用を支援
し、産業の活性
化や雇用の促進
を図る。

○ 専門的知識や
スキルを習得す
る講座や研修等
を実施し、不足
する産業分野の
人材の育成を図
るとともに、雇
用の安定的な確
保につなげる。

○ 地元企業に就
職した若い世代
の早期離職を防
ぐため、企業の
マネジメント層
に対し人材の育
成や活用に関す
る研修を実施す
るなど、若い世
代が継続して就
業しやすい環境
を整備する。

※重点目標及びＫＰＩの欄に「★」が付記しているものは、2021年度実績値が未確定のため、2020年度実績値を用いて達成率を算出
※重点目標及びＫＰＩの欄が「白抜き文字」のものは、評価が３以下かつ新型コロナウイルス感染症の影響を受けた指標
※重点目標及びＫＰＩの欄が「太枠で囲み、下線を引いている」ものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標 22 ④人材の育成（59～69）



2020 2021 2022 2023 2024

担当課

2021当初
予算額(円)

2021
決算額(円)

目標値

実績値

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(2020.3策定時)
出典等 NO

2021
達成率

評
価

実績値(2021)
に対する説明

主な取組(2021)の内容及び成果 課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業　　　　　　　 

・新規就農者定
着支援事業

15,788,000 12,085,000 

・新規就農者確
保・育成支援事
業

3,121,000 1,951,000 

・新規就農者ハ
ウス整備支援事
業

24,000,000 28,005,000 

・農業後継者確
保・育成支援事
業

34,800,000 28,800,000 

・新規就農者中
古ハウス有効利
用支援事業

17,600,000 5,148,000 

・農業法人育成
支援事業

480,000 86,000 

・農の雇用定着
促進事業

520,000 360,000 

・新規就農者地
域定住支援モデ
ル事業

2,600,000 0 

67

・農業研修を行うJA出資型法人に対
して、営農開始に向けて研修中の就
農予定者の農地を早期に確保したう
えで、草刈り等の保全管理を行う取
組みを支援した。

・関係機関と連携し、県(農業実践
塾)やJA出資型法人で研修中の就農
予定者に対する就農相談を行う。
農業委員・農地利用最適化推進委
員を通じて農地情報を収集し、就
農予定者とのマッチングを図る。 ・新規就農者優

良農地バック
アップ事業

1,600,000 1,090,000 
農業
委員
会

新規就農者数
(人)

109
(2018)

50 50 50 100 100

宮崎
県調
べ

65 96.0% 4 

・県やJAなどの関係機関
との連携による、就農前
の研修や就農後の定着支
援が功を奏し、新規就農
者の確保につながり、目
標を概ね達成することが
できた。

51 48 

66

【内容】
・自営独立等就業を行う新規漁業就
業者の就業時に要する初期費用の負
担軽減を図り、漁業の将来を担う人
材を確保するため、新規漁業就業者
への支援金の交付について、対象者
への面談等を行い、県水産政策課等
と検討したが、交付には至らなかっ
た。

【実績】
・０名

・宮崎市では、独立自営型の沿岸
漁業者が減少しており、今後新規
で自営独立する漁業者を確保する
必要がある。

・今後も引き続き、独立自営就業
を行う新規漁業就業者の就業時に
要する初期費用の軽減を図ること
により、新規漁業就業者の確保と
育成を目指す。

・また、漁業への就業促進によ
り、漁業就業者の就業年齢が若返
ることで、本市水産業の持続性を
確保する。

・更に、県や漁協等の関係機関と
連携を図り、HP等での就業情報や
支援情報を発信することで、意欲
ある新規漁業就業者を確保する。

・新規漁業就業
者確保支援事業

2,400,000 0 
森林
水産
課

新規就農
者・農業
法人の育
成

○ 多様化する就
農ルートや就農
形態に対応する
ため、就農希望
者に対する就農
相談会等での情
報提供を強化す
るとともに、専
門機関が実施す
る農業研修等を
支援し、新規就
農の促進を図る
ほか、農業後継
者が就農しやす
い環境を整備す
る。

○ 就農時におけ
る農地の確保や
初期投資の軽減
を図るととも
に、就農後の研
修や関係機関と
連携した営農指
導を実施し、新
規就農者の定着
や早期の経営安
定につなげる。

○ 制度資金の借
入れに要する経
費の負担を軽減
するなど、新規
就農の受け皿と
なる農業法人の
育成や経営の安
定を図るととも
に、農業法人等
の安定的な雇用
の確保を支援す
ることで、農業
従事者の増加に
つなげる。

・新規就農者のハウス整備支援及び
中古ハウス有効利用支援事業につい
ては、就農時の初期投資の負担を軽
減するため、ハウス新設または中古
ハウス移設及び補修等に要する経費
の一部を助成したことにより、新た
な担い手の確保・育成が図られた。

・新規就農者や農業後継者の就農後
の経営の安定を図るための施策とし
ては、国や県の事業を活用し、給付
金等の支給を行うとともに機械導入
にかかる費用の一部を助成した。

・さらに、各地域のベテラン農家を
アドバイザーに任命し、営農や経営
にかかる助言等がいつでも受けられ
る体制づくりを行った。

・新規就農者の新設ハウス整備に
ついては、新規就農者の就農時の
初期投資を軽減するための助成で
はあるが、定額補助であるため、
国庫補助や中古ハウスの活用の増
減により当初予算より事業実績が
大きく変わってくるが、JAと連携
し要望者の把握に努める。

・また、中古ハウスの需給バラン
スの把握が難しいため、年度ごと
に補助実績の差が大きいが、JAや
関係機関と連携して中古ハウスの
情報共有に努めるとともに、県単
補助事業も併用することで市の財
政負担を抑えつつ、新規就農者の
確保を図る。

・新規就農者や農業後継者の就農
後の定着化については、各種施策
による支援や関係機関との連携に
よるバックアップの強化のかい
あって概ね順調である。

農政
企画
課

※重点目標及びＫＰＩの欄に「★」が付記しているものは、2021年度実績値が未確定のため、2020年度実績値を用いて達成率を算出
※重点目標及びＫＰＩの欄が「白抜き文字」のものは、評価が３以下かつ新型コロナウイルス感染症の影響を受けた指標
※重点目標及びＫＰＩの欄が「太枠で囲み、下線を引いている」ものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標 23 ④人材の育成（59～69）



2020 2021 2022 2023 2024

担当課

2021当初
予算額(円)

2021
決算額(円)

目標値

実績値

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(2020.3策定時)
出典等 NO

2021
達成率

評
価

実績値(2021)
に対する説明

主な取組(2021)の内容及び成果 課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業　　　　　　　 

150 150 150 75 75

11 12

15,000 18,000 21,000 24,000 27,000 

17,648 17,976 

地元企業
への就職
を促す仕
組みの構
築

○ 国や県などの
関係機関と連携
した企業就職説
明会のほか、地
元企業や学校な
どと連携して、
情報交換会やプ
ロモーションイ
ベントを開催す
るなど、学生や
保護者等の地元
への関心を高
め、地元企業へ
の就職を促進す
る。

○ ＩＣＴを活用
して、地元企業
の雇用環境の見
える化を推進す
るとともに、若
い世代と地元産
業との交流の場
を創出するな
ど、地元への定
着やＵＩＪター
ンを促進する。

就職説明会参
加者のうち就
職決定者数
(人)

48
(2018)

宮崎
労働
局調
べ

68 8.0% 1 

・新型コロナウイルス感
染症の影響により、就職
説明会をほとんど開催す
ることができず、目標を
達成することができな
かった。

・2017年度からの「宮崎市『夢。創
造』協議会」を設立しての「実践地
域雇用創造事業」の受託が、2020年
6月をもって終了し、事業が縮小さ
れた。

・2016年11月に宮崎労働局と締結し
た雇用対策推進協定に基づく就職説
明会や企業と学校との情報交換会な
どの取組のほか、2021年12月には、
中学生を対象としたイベント「ゆめ
パーク」を開催し、若年層に対する
地元就職への意識付けを行った。

・20do若者ワークライフ推進事業
で、地元就職を意識付けするために
保護者向けの説明会を実施したほ
か、スマートフォンアプリ「20do」
による情報発信等を継続して実施し
た。

・就職支援の強化と産業活性化の
ため、地元企業への就職を推進す
る就職説明会やセミナーなどを開
催することにより本市の産業を支
える人材を育成し、求職者の地元
定着を図る。

・若者の地元定着や都市部からの
人材還流を促進するため、スマー
トフォンアプリ「20do」をプラッ
トフォームに、宮崎の魅力ある
ワーク・ライフを効果的に発信す
るとともに、中学生を対象とした
体験型進学就職イベントのほか、
県外進学者等を対象とした啓発等
を実施し、若者の意識啓発と動機
づけを図る。

・就職マッチン
グ推進事業

1,800,000 1,681,949 

工業
政策
課

雇用・人材ア
プリインス
トール数(累
計)
(件)

11,246
(2015-2018)

工業
政策
課調
べ

69 99.9% 4 

・アプリに要改修箇所が
判明したため、積極的な
インストールの広報がで
きず、目標を達成するこ
とができなかった。
（2022年度に改修予定）

・２０ｄｏ若者
ワークライフ推
進事業

17,200,000 17,469,785 

※重点目標及びＫＰＩの欄に「★」が付記しているものは、2021年度実績値が未確定のため、2020年度実績値を用いて達成率を算出
※重点目標及びＫＰＩの欄が「白抜き文字」のものは、評価が３以下かつ新型コロナウイルス感染症の影響を受けた指標
※重点目標及びＫＰＩの欄が「太枠で囲み、下線を引いている」ものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標 24 ④人材の育成（59～69）



第２期宮崎市地方創生総合戦略　重点目標及びＫＰＩ(重要業績成果指標)等実績評価シート

重点
項目

基本的
方向

A B C D E F G Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ Ｌ Ｍ Ｎ Ｏ Ｐ
2020 2021 2022 2023 2024

100,600 
100,600
(2022)

52.1 
52.1
(2022)

58.0 
58.0
(2022)

A B C D E F G H I Ｊ Ｋ Ｌ Ｍ Ｎ Ｏ Ｐ Ｑ Ｒ S T

2020 2021 2022 2023 2024

担当課

2021当初
予算額
(円)

2021
決算額
(円)

・中古ハウス有効
利用支援事業

8,000,000 15,684,000 

・農地中間管理事
業

1,962,000 399,800 

・農地集積担い手
支援事業

4,000,000 145,000 

５　若い世代の定着や生産性の向上を図る
　　「雇用の場の創出」

■ 農地の集約を促進するとともに、再生可能エネルギーやＩＣＴを活用するなど、省力化や生産コストを削減し、農林水産業の生産基盤の確立を図る。
■ 多様な視点から、異業種間のマッチングを図るとともに、波及効果の高い産業や事業に重点して投資することで、生産性と効率性を持った取組を推進する。
■ 的確に企業動向を収集し、都市部からの人の流れと地元企業との連携を意識した企業誘致を展開する。
■ 官民によるオープンイノベーションの取組を推進し、各分野における課題の解決につなげていく。
■ 官民における創業支援機関が支援体制を構築し、創業前後における支援を充実することで創業率を高める。
■ 円滑な事業承継を推進し、中小企業の活力の維持・向上や経営の活性化を促すことで、雇用の継続と確保を図る。
■ 中心市街地に民間投資を生む環境を整備し、ＩＣＴ関連産業や商業等の集積を図るとともに、イベント等の開催により、働く場、交流の場としての中心市街地の魅力を向上さ
せる。
■ 地域経済を維持・活性化していくために、女性や高齢者の雇用を促進し、労働力の確保を図る。
■ 給与などの処遇面における雇用条件の改善を図り、若い世代の地元への定着やＵＩＪターンを促進する。
■ 企業等の自主的な取組を促し、処遇面などの改善を図るとともに、ワーク・ライフ・バランスの推進により、労働の継続性を高める。

目標値
実績値

目標値

実績値

重点目標
現況値

(2020.3策定時)
出典等

2021
達成率

評
価

実績値(2021)に対する説明 担当課

正規雇用者数(人)
100,600
(2017)

就業構造基
本調査(総務
省統計局)

・就業構造基本調査は5年に1度実施される。 工業政策課

市内の女性の有業率(％)
52.1
(2017)

就業構造基
本調査(総務
省統計局)

・就業構造基本調査は5年に1度実施される。 工業政策課

市内の６０歳以上７０歳未満の有
業率(％)

55.3
(2017)

就業構造基
本調査(総務
省統計局)

・就業構造基本調査は5年に1度実施される。 工業政策課

主要施
策

施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(2020.3策定時)
出典等 NO

2021
達成率

評
価

実績値(2021)
に対する説明

主な取組(2021)の内容及び成果 課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業　　　　　　　 

農林
水産
業の
生産
基盤
の確
立

○ 施設の有効
活用、省力化や
生産コストの削
減等に資する再
生可能エネル
ギーやＩＣＴ、
資機材等の導入
費用の負担を軽
減するほか、Ｉ
ＣＴの普及を担
う人材の育成を
支援するととも
に、野生鳥獣の
被害を防止する
ことなどで、生
産性の向上を図
る。

○ 畜産業の生
産基盤となる施
設整備や機械設
備等の設置をは
じめ、繁殖牛の
導入に係る費用
の負担を軽減す
ることなどで、
省力化や生産コ
ストの削減を図
る。

★農業産出額
(円)

375億
(2017)

370億 370億 370億 370億 370億

市町村別
農業産出
額試算(農
林水産省)

70 85.3% 3 

・2021実績は未確定
（2023年３月確定予
定）

【参考】
2020実績：315.5億円

※2020年度の実績
は、農林水産省の発
表では315.5億円の産
出額であった。
・新型コロナウィル
ス感染症に伴う外食
産業の消費量減少等
の要因による販売価
格の低迷が影響して
いるものと考えられ
る。

・2021年度実績につ
いても、新型コロナ
ウィルス感染症対策
の影響が続いている
ため、目標値達成の
見込は低いと推察す
る。

・認定農業者が中古ハウスを補修
し有効利用するために要する費用
の一部を助成し、施設園芸作物生
産基盤の維持が図られた。

・農地中間管理機構の業務の一部
を受託し、各地域における担い手
への農地集積に向けた取組を支援
した。

・農地の受け手となった担い手に
対し、新たに集積された農地の維
持管理に係る負担軽減を図るため
の支援金を交付することで、担い
手への農地集積が促進され、優良
農地の維持が図られた。

・ハウスの建設資材の価格高騰に
より中古ハウスの需要が高くなっ
ているなか、中古ハウスの需給バ
ランスの把握が難しいが、JA関係
者と連携して中古ハウスの情報共
有に努める。

・農地中間管理事業については、
相続未登記地や10年以上の貸借期
間に対する農地の貸し渋り、農地
の借り手への支援策等の課題があ
るが、話合い活動を通じて人・農
地プランの実質化を図る中で事業
周知に努めるとともに、規模拡大
等による農地集積を図る担い手
（農地の借り手）への支援対策に
取り組む。

・農地中間管理事業及び農地集積
担い手支援事業については、地域
の話合い活動の成果として農地集
積に繋がるが、新型コロナウィル
ス感染症対策のために集会開催を
断念せざるを得ず、地区取組での
農地集積面積は伸びなかった。

農政企
画課

315.5
315.5

(2020実績)

※重点目標及びＫＰＩの欄に「★」が付記しているものは、2021年度実績値が未確定のため、2020年度実績値を用いて達成率を算出
※重点目標及びＫＰＩの欄が「白抜き文字」のものは、評価が３以下かつ新型コロナウイルス感染症の影響を受けた指標
※重点目標及びＫＰＩの欄が「太枠で囲み、下線を引いている」ものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標 25 ⑤雇用の場の創出（70～89）



2020 2021 2022 2023 2024

担当課

2021当初
予算額
(円)

2021
決算額
(円)

目標値

実績値

主要施
策

施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(2020.3策定時)
出典等 NO

2021
達成率

評
価

実績値(2021)
に対する説明

主な取組(2021)の内容及び成果 課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業　　　　　　　 

・園芸用ハウスビ
ルドサポート事業

15,000,000 21,600,000 

・みやざき特産果
樹産地確立事業

3,466,000 1,828,000 

・露地作物産地強
化支援事業

2,000,000 1,540,000 

・みやざきの園芸
産地強化支援事業

40,952,000 54,913,000 

・ＩＣＴ活用型農
業モデル確立事業

1,000,000 500,000 

・畜産施設整備支
援事業

5,330,000 7,257,000 

・地域で挑む宮崎
牛産地力向上事業

809,000 745,110 

・地域で取り組む
種雄牛育成事業

4,000,000 4,000,000 

・強い農業づくり
交付金事業

0 0 

・農産園芸用資機
材導入支援事業

0 101,046,000 

・チャレンジ！施
設園芸資機材導入
支援事業

6,000,000 2,421,000 

・農作業受託組織
機械機械導入支援
事業

3,570,000 2,454,000 

・畜産競争力強化
整備事業

61,500,000 199,541,000 

72

・日常的な野生鳥獣パトロールの
ほか、野生鳥獣出没による追払
い、営農者や猟友会との情報収集
と情報提供、営農指導も実施し地
域ぐるみでの捕獲推進や農産物等
の生産拡大を図った。

・専門性の高い鳥獣被害対策を定
着させる必要があるので、今後
は、鳥獣被害対策マイスターの取
得を隊員に推進し、営農者に対す
るより的確な指導を行えるように
する。

・有害鳥獣被害等
対策パトロール事
業

10,777,000 10,777,000 
森林水
産課

73

・農地利用状況調査や遊休農地の
所有者を対象とした農地利用意向
調査等を実施し、遊休農地の解
消・発生防止に努めた。

・本市農業の担い手の多くは施設
園芸を主体としており農地集積が
進みにくい状況にあり、作業労力
軽減のため広大な農地を利用する
農業形態から施設園芸への転換も
見受けられ、さらに、担い手の減
少や相続による農地の細分化も進
んでいる。「人・農地プラン」に
よる地域の話合い活動を通じて、
担い手への農地の集積・集約化を
進めるとともに、市域全体での農
地利用状況調査及び農地利用意向
調査の結果をもとに指導を行い、
遊休農地の解消を図る。

・耕作放棄地解
消・農地中間管理
事業

12,627,000 12,737,687 
農業委
員会

農林
水産
業の
生産
基盤
の確
立

○ 宮崎県農地
中間管理機構と
連携し、遊休農
地の解消や農地
の集積・集約化
を図るととも
に、担い手の育
成などを推進
し、農用地の有
効活用や高度利
用を促進する。

71

・施設園芸の省力化、省エネルギー
化に資する資機材等の導入や、ICT
技術「見える化」及び技術の普及を担
う人材育成の支援を行った。また、国
の産地生産基盤パワーアップ事業や
市単独事業により、施設整備や機械
等の導入支援を行った。

・次世代を担う種雄牛の発掘、育成を
行い、畜産農家の所得向上、経営安
定を図るため、宮崎中央管内での産
肉能力の期待できる種雄牛から種付
け、子牛の導入または自家保留した
農家への補助を行った。

・また、国の畜産クラスター事業や市
単独事業により、施設整備や機械等
の導入支援を行った。

・経営の安定を図るため、引続き生産
性の向上対策や省力化・省エネル
ギー化の推進、ヒートポンプ等の導入
を支援する。また、リスクを恐れず、
チャレンジする生産者に対し、所得向
上に繋がる資機材の導入を支援する
「チャレンジ！施設園芸資機材導入支
援事業」を実施し、生産の振興を図
る。

・老朽化した園芸用ハウスの再建、露
地野菜の省力化等、安定した生産体
制の構築を図る。

・本市畜産農家の生産する宮崎牛の
ブランドを確固なものとするため、引
続き、「地域で取り組む種雄牛育成事
業」等を軸に支援に取り組んでいく。

農業振
興課

※重点目標及びＫＰＩの欄に「★」が付記しているものは、2021年度実績値が未確定のため、2020年度実績値を用いて達成率を算出
※重点目標及びＫＰＩの欄が「白抜き文字」のものは、評価が３以下かつ新型コロナウイルス感染症の影響を受けた指標
※重点目標及びＫＰＩの欄が「太枠で囲み、下線を引いている」ものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標 26 ⑤雇用の場の創出（70～89）



2020 2021 2022 2023 2024

担当課

2021当初
予算額
(円)

2021
決算額
(円)

目標値

実績値

主要施
策

施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(2020.3策定時)
出典等 NO

2021
達成率

評
価

実績値(2021)
に対する説明

主な取組(2021)の内容及び成果 課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業　　　　　　　 

2325億 2344億 2363億 2363億 2363億
・企業立地奨励金
交付事業

900,000,000 825,305,800 

2305億
2305億

（2020実績）
・企業誘致事業 3,000,000 1,991,189 

10 10 10 10 10
・県央地区企業立
地促進事業

500,000 500,000 

13 6
・みやざき企業生
産性向上設備等導
入促進支援事業

10,000,000 9,305,000 

280 280 280 280 280

273 117

・中小企業定例相
談事業

270,000 264,000 

・中小企業信用保
証料助成事業

50,000,000 49,187,168 

908 1,058 1,208 1,358 1,508 
・みやざき創業サ
ポート事業

14,126,000 14,125,600 

947
947

（2020実績）

・中小企業信用保
証料助成事業(創
業支援資金)

6,500,000 7,051,641 

40 50 60 70 80
・創業者及び移住
創業者支援事業

3,850,000 5,082,000 

18 31
・事業バトンタッ
チ支援事業

5,600,000 2,853,000 

★製造品出荷
額
(円)

2,325億
(2017)

工業統計
調査(経済
産業省)、
経済セン
サス(総務
省・経済
産業省)

74 98.3% 4 

・2021年度実績は未
確定（2023年１月頃
確定予定）。

【参考】
2020実績：2305億円

・市民所得の向上やコロナ禍によ
る就業環境の変化等に対応するた
め、企業立地奨励金制度を見直し
た。

・トップセールスをはじめとする
誘致セールスや企業立地奨励金制
度により企業誘致を推進した。特
に中心市街地への情報サービス関
連産業の企業集積が進んだ。

・郊外の工業団地および中心市街
地のオフィスビルともに、物件が
少なくなっていたが、2020年開業
の駅ビルや大規模事業所移転、テ
レワークの普及によるオフィスの
縮小化により、駅周辺でも空き物
件がでている。

・2024年度予定の第二花見工業団
地など供用開始の予定があるが、
工業団地とオフィスビルについ
て、空き物件情報を集約していく
必要がある。

・新型コロナウイルス感染症によ
る各種制限により、積極的な誘致
活動が行えず、経済情勢も先が見
えないことから、今後の状況を見
ながら対応を検討していく。

・第三次宮崎市工業振興計画に基
づき地域経済牽引産業の誘致を推
進していく。

工業政
策課

立地企業数
(件)

14
(2018)

工業政策
課調べ

75 60.0% 2 

・コロナ禍による行
動制限のため、積極
的な誘致活動が行え
なかった。

※各年度における新
規立地件数、および
増設・移設であって
も初の立地指定を受
けた企業件数

立地企業にお
ける新規雇用
予定者数
(人)

439
(2018)

工業政策
課調べ

76 41.8% 1 

・コロナ禍による行
動制限のため、積極
的な誘致活動が行え
なかった。

※各年度における新
規立地企業、および
増設・移設であって
も初の立地指定を受
けた企業における新
規雇用予定者数。

77

・中小企業が抱える多くの諸問題
に対し、金融対策や法律問題につ
いて、無料で相談に応じる定例相
談会を実施することで、中小企業
の経営安定を図った。

・中小企業の抱えるあらゆる諸問
題に応じ速やかに解決することは
もとより、多様化する中小企業の
ニーズを的確に把握する手段とし
て活用し、今後の中小企業振興施
策の構築に生かしていく。 商業政

策課

創業
や事
業承
継等
の促
進

○ 官民におけ
る創業支援機関
がネットワーク
を構築し、イン
キュベーション
ルームの提供、
経営相談や指導
のほか、資金の
調達など、相互
に連携しなが
ら、創業前後に
おける支援を充
実する。

○ 中小企業等
が実施する事業
承継やＭ＆Ａを
支援し、円滑な
事業の引き継ぎ
を促進すること
で、雇用の継続
や確保、経営の
活性化を図る。

★創業支援事
業計画に基づ
く創業者数
(累計)
(人)

575
(2015-2018)

商業政策
課調べ

78 89.5% 3 

・2021実績は未確定
（2022年７月確定予
定）

【参考】
2020実績：947人

・商工関係団体、金融機関等と連
携し、創業前後の各種相談を始め
として、融資・補助金による資金
援助、事業継続性を高めるセミ
ナー開催等を行い、創業者の包括
的支援を充実させることで、創業
者数の増加を図った。

・保証料を補助し、中小企業の負
担軽減を図った。

・後継者不足等による廃業を抑制
し、地域経済の維持・発展を図る
ため、市内の中小企業者で事業承
継・M＆A（売却）を実施しようと
する者又は譲り受けた者に対し、
事業承継にかかる費用の一部助成
を行った。

※下記は2021年度実績。（（　）
は令和２年度）。
１．引継ぎ準備支援補助金６件
（２件）
２．引継ぎおめでとう補助金７件
（１件）

・コロナ禍においても創業につい
ては一定のニーズがあり、相談件
数も多くあった。創業支援制度は
多岐にわたるため、創業者のニー
ズに応じた制度の情報が提供でき
るよう努めていく。

・中小企業者が抱えるあらゆる問
題に応じ速やかに解決することは
もとより、多様化する中小企業の
ニーズを的確に把握する手段とし
て活用し、今後の中小企業振興施
策の構築に生かしていく。

・2022年度から本市補助額を倍増
し、これまで以上に事業承継に対
するより手厚い支援とする。

・また、事業者の直接的な相談先
である、宮崎県事業承継・引継ぎ
支援センターや宮崎商工会議所等
と連携しながら、関係団体による
一体的な支援を行うことができる
よう密に連携を図っていく。

商業政
策課

市が支援した
事業承継等の
件数(累計)
(件)

11
(2017-2018)

商業政策
課調べ

79 62.0% 2 

・2020年度はコロナ
の影響により、事業
承継の一時的な落ち
込みが見られたが、
2021年度には堅調に
実績件数も増加した
ところである。

企業
立地
と設
備投
資の
促進

○ 中小企業に
対して、低利の
融資の提供や資
金の借入れに要
する経費の負担
を軽減するとと
もに、金融相談
等を実施し、中
小企業の経営安
定化を図る。

○ 地元企業へ
の波及効果が期
待できる中核的
企業の設備投資
等に要する負担
を軽減し、生産
性の向上を図る
とともに、新規
雇用や人材の育
成を支援し、産
業界の経営安定
と雇用を促進す
る。

○ 的確に企業
動向を収集し、
経済波及効果の
高い産業を中心
に企業誘致活動
を行うととも
に、立地企業に
対する支援制度
を設けるなど、
企業立地の促進
と立地企業の定
着を図る。

※重点目標及びＫＰＩの欄に「★」が付記しているものは、2021年度実績値が未確定のため、2020年度実績値を用いて達成率を算出
※重点目標及びＫＰＩの欄が「白抜き文字」のものは、評価が３以下かつ新型コロナウイルス感染症の影響を受けた指標
※重点目標及びＫＰＩの欄が「太枠で囲み、下線を引いている」ものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標 27 ⑤雇用の場の創出（70～89）



2020 2021 2022 2023 2024

担当課

2021当初
予算額
(円)

2021
決算額
(円)

目標値

実績値

主要施
策

施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(2020.3策定時)
出典等 NO

2021
達成率

評
価

実績値(2021)
に対する説明

主な取組(2021)の内容及び成果 課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業　　　　　　　 

・みやＰＥＣ推進
機構運営事業

27,669,000 27,669,000 

・宮崎市版６次産
業化実現事業

2,720,000 2,720,000 

3 3 3 3 3

4 3

・まちなか商業業
務集積推進事業

5,850,000 4,902,000 

・中心市街地活性
化対策事業

4,700,000 4,689,000 

・まちなか活性化
推進組織運営支援
事業

450,000 0 

・まちなかの回遊
性向上促進事業

14,183,000 18,036,489 

・まちなか再生検
討地区(橘通西２)
基礎調査事業

新商
品・
新技
術等
の開
発

○ 中小企業等
が高等教育機関
や研究機関等と
連携して、経営
改善や技術・製
品開発等を行う
取組を促進す
る。

○ 消費者ニー
ズに対応するた
め、生産者団体
と観光商工団体
等で構成するみ
やＰＥＣ推進機
構や、生産者自
らが取り組む地
元の農畜水産物
を使用した新た
な商品・メ
ニューの開発を
支援する。

６次産業化関
連補助事業活
用事業者数
(件)

9
(2018)

5 5 5 5 5

農政企画
課調べ

80 60.0% 2 

・新型コロナウイル
ス感染症の影響によ
り、加工や新商品の
開発など新たな事業
展開やそれに伴う投
資控え傾向から、
2021年度も活用事業
者が減少した。

・市内農林水産業事業者及びみや
PEC推進機構に対し、商品開発等の
ための支援を行った。

・2021年度については、市内農業
者が、農産物加工品の製造やブ
ラッシュアップに取り組んだ。

・みやPEC推進機構についても、市
内事業者間のマッチングにより
「ハガツオの和風だしリゾット」
と「大金玉（ジャンボにんにくを
使用した加工品）」の商品開発を
コーディネートした。

・市内事業者が自ら加工を行う単
独型６次産業化については、投資
リスクが伴う上、製造ロットも大
手メーカーに比べ少なく、価格面
や販売営業面で不利となってい
る。

・みやPEC推進機構が行う農商工連
携型についても、素材となる農林
水産物は豊富にあるものの、市内
に大きな食品加工業者が少ないた
め、製造できる加工食品が限定さ
れる。

・価格が少々高く、出荷ロットが
少なくても、販売先が確保できる
よう、差別化された商品開発や、
開発段階からの関係団体等と連携
し、商品競争力の高い、開発計画
に取り組む。

・みやPEC推進機構の主催及び参加
商談会への出展と一体となった支
援により、農林漁業者の所得向上
を目指す。

農政企
画課

4 3
・６次産業化振興
事業

1,800,000 727,000 

市が支援した
企業と大学等
の研究機関と
の共同取組事
例数
(件)

2
(2018)

工業政策
課調べ

81 100.0% 5 

・前年比微減となっ
たものの、目標値に
達している。

・みやざき中小企業活動応援事業
として、中小企業の新商品開発の
ための大学等との共同研究や社員
の資質向上に繫がる仕組みに対す
る支援を行った。

・企業のニーズと研究機関の研究
テーマが結びつかないとマッチン
グしないという課題はあるが、可
能な限り多くの関係機関や団体等
を通じて事業の周知を図り、企業
と研究機関との連携を推進してい
く。

・みやざき中小企
業活動応援事業

3,000,000 2,534,000 
工業政
策課

★中心市街地
におけるクリ
エイティブ産
業従業者の増
加数(累計)
(人)

1,875
(2015-2018)

2,100 2,326 2,550 2,776 3,000 

商業政策
課調べ

82 120.9% 5

・2021年度実績未確
定（2022年７月確定
予定）

【参考】
2020実績：2,813人

※2019年度時点で
2021年度の目標値を
上回っており、順調
に推移するものと想
定するが、2021年度
実績が確定しないた
め、現時点で評価で
きない。

2,813
(2015-
2020)

2,813
(2015-
2020)

中心市街地に
おいて商業業
務集積事業を
活用して集積
した指定事業
者数
(件)

11
(2018)

12 12 12 12 12

商業政策
課調べ

83 50.0% 2 

・コロナ禍のため途
中で断念するケース
等があり指定件数が
伸び悩んだが、相談
は多く順調に進んで
いる。

・まちなか企業立
地チャレンジ事業

2,500,000 0 11 6

中心
市街
地の
にぎ
わい
の創
出

○ 地権者等と
連携して、遊休
不動産の改修や
活用、新規入居
者への支援を行
うなど、中心市
街地への産業の
集積と雇用の拡
大を図る。

○ 中心市街地
におけるオープ
ンスペース等を
有効に活用し、
関係団体等と連
携して多彩なイ
ベント等を実施
するとともに、
適切に情報を発
信し、商業の活
性化やにぎわい
の創出を図る。

○中心市街地に
おいて、創業サ
ポート室を運営
し創業の増加を
図り、雇用の拡
大に繋げていく
とともに、空き
店舗等を活用し
商業や業務機能
の集積を図る。

・情報サービス事業者の誘致や空
き店舗対策等として「まちなか商
業業務集積推進事業」による助成
を行った。

・「まちなかの回遊性向上促進事
業」として、「大街市祭」や「公
共空間活用促進事業」等によるイ
ベント実施の支援をすることで一
定の賑わいを創出することができ
た。

・企業等が抱える課題や雇用状況
等をヒアリングで把握し、企業誘
致戦略アドバイザーや東京事務所
（県、市）との意見交換等を行い
ながら支援する。

・宮崎市まちなか活性化推進委員
会を中心に、賑わいの創出を含め
た中心市街地の活性化を着実に進
める。

商業政
策課

※重点目標及びＫＰＩの欄に「★」が付記しているものは、2021年度実績値が未確定のため、2020年度実績値を用いて達成率を算出
※重点目標及びＫＰＩの欄が「白抜き文字」のものは、評価が３以下かつ新型コロナウイルス感染症の影響を受けた指標
※重点目標及びＫＰＩの欄が「太枠で囲み、下線を引いている」ものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標 28 ⑤雇用の場の創出（70～89）



2020 2021 2022 2023 2024

担当課

2021当初
予算額
(円)

2021
決算額
(円)

目標値

実績値

主要施
策

施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(2020.3策定時)
出典等 NO

2021
達成率

評
価

実績値(2021)
に対する説明

主な取組(2021)の内容及び成果 課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業　　　　　　　 

120 145 170 195 220
・女性の活躍推進
事業

3,000,000 2,996,664 

92
(2015-
2020)

95
(2015-
2021)

・シルバー人材セ
ンター助成事業

7,329,000 7,329,000 

150 150 150 150 150
・高齢者就業開拓
推進事業

5,800,000 5,800,000 

127 122

86

・ひとり親家庭の母又は父の就業
に結び付きやすい資格の取得を促
進するため、自立支援教育訓練給
付金として、職業訓練講座等の受
講料の一部を助成した。

・就業期間が１年以上の養成機関
で就業する場合に、高等職業訓練
促進給付金を支給した。

・就業に有効な資格取得を促す給
付型であるため、児童扶養手当新
規申請時や転入手続き時など、
様々な機会を通じて周知し、ひと
り親世帯の経済的自立を図る。

・対象資格の拡充及び期間の緩和
措置が行われていることを周知す
る。

・母子家庭等自立
支援給付金事業

44,800,000 39,362,845 
子育て
支援課

16 18 20 22 24

20 22

500 550 600 600 600

463 499

・男女共同参画社
会づくり意識啓発
事業

650,000 0 

・男女共同参画セ
ンター指定管理料

27,949,000 27,949,000 

雇用
形態
の多
様
化・
労働
力の
確保

○ 女性の社会
参加を支援する
セミナーや就業
体験等を実施す
るとともに、ひ
とり親世帯に対
して、就業に向
けた資格取得に
係る費用の負担
を軽減するな
ど、就業につな
がる環境の整備
を図る。
○ シルバー人
材センターの活
動を支援し、高
齢者の就業ニー
ズに合った業務
の創出や安定的
な雇用につなが
る派遣事業を推
進するなど、高
齢者の多様な働
き方に対応した
雇用や就業機会
を確保する。
○ 関係機関と
連携し、テレ
ワークや短時間
勤務等の働き方
の啓発を図る。

市の支援する
女性の就労支
援事業を活用
した就職者数
(累計)(人)

82
(2015-2018)

工業政策
課調べ

84 65.5% 2 

・新型コロナウイル
スの影響により、セ
ミナー等がオンライ
ンでの実施となり、
効果的な就職マッチ
ングができず、目標
を達成することがで
きなかった。

・結婚や出産、育児等の理由で一
旦離職した女性求職者等に対する
再就職支援のセミナーや企業との
マッチング、企業の管理職等に対
する女性採用に向けたセミナーを
実施した。

・高齢者就業機会拡大事業により
高齢者の新たな就労の場が増える
とともに、人材不足の改善につな
がった。

・人材不足を解消するため、女性
求職者に対してライフプランニン
グセミナーや企業とのマッチング
を実施するとともに、企業の管理
職等に対して女性が仕事を家庭を
両立しながら働き続けるための理
解促進セミナーを実施し、労働力
の確保を図るとともに、女性の活
躍を推進する。

・働く意欲のある高齢者が、安心
して働ける場を確保するため、シ
ルバー人材センターが行う高齢者
の就業開拓に取り組む事業を支援
し、就業機会の拡大を図る。

・シルバー人材センターとの連携
を図り、需要が伸びている派遣事
業を含め継続した支援を行う。

工業政
策課

シルバー人材
センターにお
ける派遣事業
の受注件数
(件)

119
(2018)

工業政策
課調べ

85 81.3% 3 

・新型コロナウイル
スの影響により、企
業の事業活動の縮小
や制限による発注件
数が減少し、目標を
達成することができ
なかった。

くるみん認定
企業数(3月31
日現在)(社)

17
(2018)

宮崎労働
局調べ

87 122.2% 5 

・国、県及び関係団
体と連携し、啓発等
に取り組んだこと
で、目標を達成する
ことができた。

・国、県及び関係団体と連携し、
ワーク・ライフ・バランスの普及
促進や、就業環境の改善を図るた
めの啓発等の取組を行った。

・中小企業等の人材不足が深刻化
しているなか、雇用環境の改善に
よる雇用の確保が重要である。

・宮崎労働局との雇用対策推進協
定による取組など、国や県と連携
しながら、働きやすい環境の整備
に引き続き取り組んでいく。

・労働環境改善啓
発事業

工業政
策課

「仕事と家庭
の両立応援宣
言」を行う事
業所数(3月31
日現在)
(件)

395
(2018)

宮崎県調
べ

88 90.7% 4 

・国、県及び関係団
体と連携し、啓発等
の取組を行ったが、
目標を達成すること
ができなかった。

宮崎市ワーク
ライフバラン
ス企業同盟加
盟事業所数(3
月31日現在)
(件)

14
(2018)

21 25 29 33 37

文化・市
民活動課
調べ

89 80.0% 3 

・2021年度に1社が加
入したが、1社が閉業
に伴い退会したため
増減0となった。

・ワーク・ライフ・バランスの視
点を取り入れた多様な働き方を取
り入れた企業を増やすため、ワー
クライフバランス推進講座を実施
し、2021年度は、1社が宮崎市ワー
クライフバランス企業同盟に加
盟、1社が退会し、20社となった。

・同盟を広くアピールするため、
昨年度に引き続き宮崎市ワークラ
イフバランス企業同盟の動画を作
成し、HPで公開した。

【課題】
・コロナの影響を受け、ワークラ
イフバランス推進講座が予定どお
り開催できなかったり、受講企業
が想定を下回ったりしている。

・講座を受けても同盟に加盟しな
い企業もある。

・推進講座の受講が加盟の必須要
件だが、講座の開催時期以外に加
盟の申し出を受け、そのまま流れ
てしまった企業もあった。

【方向性】
・就職説明会等で企業への説明
や、宮崎市ワークライフバランス
企業同盟のホームページ等でも周
知を行うなど、広報活動を強化す
る。

・同盟の活動を活性化させ、加盟
のメリットを可視化する。

・年２回の推進講座以外の次期に
も加盟できるよう、加盟のための
条件を見直す。

文化・
市民活
動課

20 20
・ワークライフバ
ランス推進事業

700,000 669,416 

雇用
環境
の改
善

○ 官民が一体
となって、育児
休暇や有給休暇
の取得を促進
し、長時間労働
を是正するな
ど、ワーク・ラ
イフ・バランス
の普及を推進す
ることで、働き
やすい環境の整
備を図る。

○ 家庭、学
校、職場や地域
等における男女
共同参画の意識
の啓発や人材の
育成を図るとと
もに、市民や市
民団体等の交流
促進や誰もが安
心して相談でき
る機能を備えた
男女共同参画セ
ンターを拠点と
して、講座の開
催や登録団体の
活動支援など、
男女共同参画社
会の実現に向け
た取組を推進す
る。

※重点目標及びＫＰＩの欄に「★」が付記しているものは、2021年度実績値が未確定のため、2020年度実績値を用いて達成率を算出
※重点目標及びＫＰＩの欄が「白抜き文字」のものは、評価が３以下かつ新型コロナウイルス感染症の影響を受けた指標
※重点目標及びＫＰＩの欄が「太枠で囲み、下線を引いている」ものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標 29 ⑤雇用の場の創出（70～89）



第２期宮崎市地方創生総合戦略　重点目標及びＫＰＩ(重要業績成果指標)等実績評価シート

重点
項目

基本的
方向

A B C D E F G Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ Ｌ Ｍ Ｎ Ｏ Ｐ
2020 2021 2022 2023 2024

2,800千 2,800千 2,800千 2,800千 2,800千

1,501千 1,424千

870億 890億 910億 927億 930億

463.4億 406.1億

6,560千 6,620千 6,700千 6,700千 6,700千

3,788千 3,218千

A B C D E F G H I Ｊ Ｋ Ｌ Ｍ Ｎ Ｏ Ｐ Ｑ Ｒ S T
2020 2021 2022 2023 2024

2021当初
予算額(円)

2021
決算額(円)

・記紀編さん１３００年
記念事業

- -

・神話の魅力を生かした
観光誘客推進事業

17,000,000 10,174,015 

・青島ビーチセンター指
定管理料

6,286,000 6,977,563 

・青島ビーチ魅力アップ
事業

12,000,000 11,973,131 

・青島ビーチパーク景観
整備事業

11,700,000 13,461,449 

・ＭＩＣＥ誘致推進事業 28,699,000 7,391,142 

・教育旅行推進事業 10,000,000 56,142,871 

・チンタオ市観光プロ
モーション事業

- -

・インバウンド誘客推進
事業

14,600,000 0 

・観光プロモーション推
進事業

37,000,000 34,229,287 

・国内観光誘客推進事業 19,700,000 9,881,417 

・食・自然を生かした観
光ブランディング事業

0 20,000,000 

・観光宣伝ツール製作事
業

1,630,000 1,478,390 

・フライベント推進事業 4,000,000 3,597,164 

６　交流人口や販路の拡大を図る
　　「ブランド力の向上」

■ ターゲットを明確にした上で、適切な時期に適切な場所で、関心を持たせる情報発信を行う。
■ フードビジネスや観光産業等による異業種間の連携を強化し、市域で外貨を稼ぐ取組を推進する。
■ 観光資源のブラッシュアップや魅力ある観光商品の開発等を行うとともに、広域的な観光地域づくりを推進することで、インバウンドを含めた観光客の回遊性や滞在性を高
める。
■ スポーツキャンプや合宿、大会誘致を図るとともに、認知度のあるプロスポーツキャンプ等を生かし、誘客効果の高い取組を推進する。
■ 観光地や宿泊施設等での観光客の利便性を高める受入環境を整備する。
■ アフターコンベンションの充実やユニークベニューの創出等を図り、ＭＩＣＥの誘致を推進する。
■ 農畜水産物や加工品のブランド化を推進し、「食」への理解や地産地消の取組を促すとともに、国内外への販路を拡大する。

目標値

実績値

目標値

実績値

重点目標
現況値

(2020.3策
定時)

出典等
2021
達成率

評
価

実績値(2021)に対する説明 担当課

宿泊者数(人)
2,578千
(2018)

宮崎市
観光統
計

50.9% 2 
・新型コロナウイルスの影響により、緊急事態宣言、ま
ん延防止等重点措置等も発令された。国内での往来自粛
の影響もあり、目標を達成することが出来なかった。

観光戦略課

観光消費額(円)
886.9億
(2018)

宮崎市
観光統
計

45.6% 1 
・2021年度は、新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、観光入込客数、宿泊者数ともに大幅に減少した。こ
れに伴い、観光消費額も大幅に減少することとなった。

観光戦略課

観光入込客数(人)
6,155千
(2018)

宮崎市
観光統
計

48.6% 1 
・新型コロナウイルスの影響により、緊急事態宣言、ま
ん延防止等重点措置等も発令された。国内での往来自粛
の影響もあり、目標を達成することが出来なかった。

観光戦略課

主要施
策

施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(2020.3策
定時)

出典
等

NO
2021
達成率

評
価

実績値(2021)
に対する説明

主な取組(2021)の内容及び成果 課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業　　　　　　　 

担当課

ＭＩＣ
Ｅ延べ
参加人
数
(人)

101,910
(2018)

95,000 100,000 105,000 110,000 115,000 

宮崎
市観
光統
計

90 7.7% 1 

・新型コロナウイルス感染
症の影響を受け、2021年度
のMICE開催の中止や延期が
相次いだことから、目標を
達成することができなかっ
た。関係機関と連携した継
続的な誘致活動に取り組ん
だが、誘致競争の激化や新
型コロナウイルス感染症の
影響もあり、大規模MICEの
増加に繋げることができな
かった。

3,134 7,672 

210,000 220,000 230,000 255,000 280,000 

24,771 5,097

宮崎
らし
さを
生か
した
取組
の推
進

○ 豊かな食材や恵まれた自
然、古来から伝承されてきた
神話、国指定史跡である生目
古墳群など、地域の特徴を生
かした観光地域づくりを推進
し、観光資源の魅力を向上さ
せる。
○ 花のまちづくりの推進拠点
である「フローランテ宮崎」
の運営をはじめ、緑化重点地
区や市内各所における重点花
壇等の整備、公民連携や市民
協働の取組などにより、回遊
性があり、一年中花と緑のあ
るまちづくりを推進する。
○ 「宮崎市フェニックス自然
動物園」や「道の駅」など、
市民の憩いの場と観光誘客の
両面を兼ね備えた施設のソフ
ト面の充実やリニューアルに
より、施設の魅力を高め、今
後の将来を見据えた持続可能
な運営を行う。
○ 教育旅行やＭＩＣＥの誘致
に向け、大都市圏での情報発
信を行うとともに、アフター
コンベンションの充実やユ
ニークべニューの創出を図
り、本市で開催されるコンベ
ンション等の開催を支援す
る。
○ ターゲットを設定し、効果
的な手段でプロモーションや
旅行商品の造成等を行うこと
で、本市の認知度や魅力を向
上させ、交流人口の拡大を図
る。

・コロナ禍の中で限定的ではあ
るが、MICE開催の決定権を持つ
国内のキーパーソンを招請し、
視察対応や意見交換等を実施し
た。

・MICE誘致については、九州管内
でも施設整備が進むなど、誘致競
争が激化している。そのため、ユ
ニークベニューやafterMICEの充
実なども含めた受け入れ体制の充
実を図るとともに、積極的な誘致
活動を実施する必要がある。

・また、ターゲットを絞り、宮崎
ならではの付加価値を付けた滞在
型MICEの提案や、より効果的なプ
ロモーションを実施することによ
り、認知度向上を図る。

・コロナ禍の影響で、今後はオン
ラインを組み合わせた新たな形で
のMICE開催が増えることも考慮
し、MICE開催や補助のあり方を検
討する必要がある。

・インバウンド事業については、
宮崎発着の国際線の運休が長期化
していることから、事業に取り組
むことができない状況にある。今
後は、関係機関との連携し、コロ
ナ収束後の事業の取り組みについ
て検討する必要がある。

観光
戦略
課

外国人
宿泊者
数
(人)

208,900
(2018)

宮崎
市観
光統
計

91 2.3% 1 

・新型コロナウイルスの影
響を受け、国際線の運休も
継続していることから、事
業に取り組むことができ
ず、目標を達成することが
出来なかった。

※重点目標及びＫＰＩの欄に「★」が付記しているものは、2021年度実績値が未確定のため、2020年度実績値を用いて達成率を算出
※重点目標及びＫＰＩの欄が「白抜き文字」のものは、評価が３以下かつ新型コロナウイルス感染症の影響を受けた指標
※重点目標及びＫＰＩの欄が「太枠で囲み、下線を引いている」ものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標 30 ⑥ブランド力の向上（90～107）



2020 2021 2022 2023 2024

2021当初
予算額(円)

2021
決算額(円)

目標値

実績値

主要施
策

施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(2020.3策
定時)

出典
等

NO
2021
達成率

評
価

実績値(2021)
に対する説明

主な取組(2021)の内容及び成果 課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業　　　　　　　 

担当課

・花と緑のまちづくり啓
発事業

4,980,000 1,986,506 

・花と緑のまちづくり推
進事業

99,000,000 92,243,827 

・フローランテ宮崎指定
管理料

199,390,000 186,577,889 

・フローランテ宮崎施設
維持事業

16,000,000 5,741,200 

・フェニックス自然動物
園運営事業

6,932,000 10,930,330 

・フェニックス自然動物
園指定管理料

69,495,000 183,553,647 

・フェニックス自然動物
園リニューアル事業

15,500,000 4,330,000 

92

・新型コロナウイルスの感染症
拡大により、例年実施している
オータムフラワーフェス等の中
止や、毎月のフラワーポット講
座の定員縮小等を余儀なくされ
た。

・花苗支給等のボランティア団
体支援や公園・道路に草花を植
栽し、年間を通じて花のあふれ
るまちづくりを推進している。

・企業等と連携した花空間創出
や、植栽講座等により次世代の
人材育成を行っている。

・2020年に登録された国のガーデ
ンツーリズム「宮崎花旅365」に
よる「花のまち宮崎」の国内外へ
のPRや植栽拠点の充実化など、公
民連携を推進していく。

・花のまちづくりコンクールや
オータムフラワーフェス等の啓発
活動により、市民や事業者の関心
を高め、花のあふれるまちづくり
に参加する機運を盛り上げてい
く。

・フラワーポットづくり講座やカ
レンダー販売等により宮崎版365
日誕生花の普及啓発を図ってい
く。

・花は、本市の強みの１つとして
貴重な地域資源であることから、
関係課と連携しながら地域資源を
活用した施策を推進していく。

・花回遊マップを活用しながら、
誕生花や花の見所の情報発信に努
めていく。

景観
課

・みやざき景観まちづく
り支援事業

3,000,000 483,000 

93

・フローランテ宮崎について
は、施設の延命化を図るために
フローランテ宮崎施設維持工事
基本調査設計業務に着手し、適
正管理のための計画を策定中で
ある。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・有識者等で構成される「阿波
岐原創生デザイン会議」をフ
ローランテ宮崎施設維持工事基
本調査設計業務の中で立ち上
げ、エリア全体の活性化やフ
ローランテ宮崎の活用方法等に
ついて議論を深めた。　　　　　　　　　　　　　

・フェニックス自然動物園につ
いては、修正を行ったリニュー
アル基本計画に沿った、給排水
設備及び電気設備更新工事の基
本設計を策定中である。

・遊戯施設のあり方検討に着手
した。　　　　　　　　　　　　

・例年行っているPR誌「どうぶ
つえんだより」の発行や動物イ
ベントならびに学校教育と連携
したイベント（動物画コンクー
ル等）に加え、５０周年記念事
業（記念式典・記念誌の発行
等）を行い、動物園の魅力を県
内外に発信し、更なる魅力を創
出に努めた。

・フローランテ宮崎がこれからも
安全安心で魅力的なサービスを継
続して提供し続けられる施設とす
るため、管理業務内容の見直しや
経営強化策等について総合的な検
討を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・「ガーデンツーリズム」や「花
のまちづくり推進拠点」としての
施設活用策について、関係部署等
と連携し検討を行う。　　　　　　　　　　　　

・フェニックス自然動物園がこれ
からも安全安心で魅力的なサービ
スを継続して提供し続けられる施
設とするため、管理業務内容の見
直しや経営強化策等について総合
的な検討を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・遊戯施設のあり方検討の中で、
遊園地エリア整備の方向性を定め
るとともに、整備計画を策定す
る。

公園
緑地
課

宮崎
らし
さを
生か
した
取組
の推
進

○ 豊かな食材や恵まれた自
然、古来から伝承されてきた
神話、国指定史跡である生目
古墳群など、地域の特徴を生
かした観光地域づくりを推進
し、観光資源の魅力を向上さ
せる。

○ 花のまちづくりの推進拠点
である「フローランテ宮崎」
の運営をはじめ、緑化重点地
区や市内各所における重点花
壇等の整備、公民連携や市民
協働の取組などにより、回遊
性があり、一年中花と緑のあ
るまちづくりを推進する。

○「宮崎市フェニックス自然
動物園」や「道の駅」など、
市民の憩いの場と観光誘客の
両面を兼ね備えた施設のソフ
ト面の充実やリニューアルに
より、施設の魅力を高め、今
後の将来を見据えた持続可能
な運営を行う。

○ 教育旅行やＭＩＣＥの誘致
に向け、大都市圏での情報発
信を行うとともに、アフター
コンベンションの充実やユ
ニークべニューの創出を図
り、本市で開催されるコンベ
ンション等の開催を支援す
る。

○ ターゲットを設定し、効果
的な手段でプロモーションや
旅行商品の造成等を行うこと
で、本市の認知度や魅力を向
上させ、交流人口の拡大を図
る。

※重点目標及びＫＰＩの欄に「★」が付記しているものは、2021年度実績値が未確定のため、2020年度実績値を用いて達成率を算出
※重点目標及びＫＰＩの欄が「白抜き文字」のものは、評価が３以下かつ新型コロナウイルス感染症の影響を受けた指標
※重点目標及びＫＰＩの欄が「太枠で囲み、下線を引いている」ものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標 31 ⑥ブランド力の向上（90～107）



2020 2021 2022 2023 2024

2021当初
予算額(円)

2021
決算額(円)

目標値

実績値

主要施
策

施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(2020.3策
定時)

出典
等

NO
2021
達成率

評
価

実績値(2021)
に対する説明

主な取組(2021)の内容及び成果 課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業　　　　　　　 

担当課

宮崎
らし
さを
生か
した
取組
の推
進

○ 豊かな食材や恵まれた自
然、古来から伝承されてきた
神話、国指定史跡である生目
古墳群など、地域の特徴を生
かした観光地域づくりを推進
し、観光資源の魅力を向上さ
せる。

○ 花のまちづくりの推進拠点
である「フローランテ宮崎」
の運営をはじめ、緑化重点地
区や市内各所における重点花
壇等の整備、公民連携や市民
協働の取組などにより、回遊
性があり、一年中花と緑のあ
るまちづくりを推進する。

○ 「宮崎市フェニックス自然
動物園」や「道の駅」など、
市民の憩いの場と観光誘客の
両面を兼ね備えた施設のソフ
ト面の充実やリニューアルに
より、施設の魅力を高め、今
後の将来を見据えた持続可能
な運営を行う。

○ 教育旅行やＭＩＣＥの誘致
に向け、大都市圏での情報発
信を行うとともに、アフター
コンベンションの充実やユ
ニークべニューの創出を図
り、本市で開催されるコンベ
ンション等の開催を支援す
る。

○ ターゲットを設定し、効果
的な手段でプロモーションや
旅行商品の造成等を行うこと
で、本市の認知度や魅力を向
上させ、交流人口の拡大を図
る。

94

・11月20日(土)にみやざき生目
古墳まつり～生目古墳群deピク
ニック～を実施した。

・市内の新小学６年全員に「生
目古墳群ハンドブック」を配布
した。

・「生目古墳群とみやざきの古
墳群」を販売した。

・世界遺産登録を目指す構成自治
体(宮崎県と西都市、新富町、高
鍋町、宮崎市)とともに、登録を
目指すためのスケジュールを再構
築する必要がある。

・生目古墳群世界文化遺
産登録推進事業

2,280,000 837,968 
文化
財課

95

・新型コロナウイルス感染症の
感染拡大防止策が求められてい
たことから、首都圏在住者を対
象として宮崎市のプロモーショ
ン活動を行う在京宮崎市人会は
開催できなかった。

・今後も一定の行動制限を求めら
れることが考えられることから、
在京宮崎市人会のあり方を検討す
る必要がある。また、あわせてコ
ロナ禍における効果的な魅力発
信、販路拡大に向けたプロモー
ション活動等の検討が必要となっ
ている。

・コロナ禍においても対応できる
新たな方式での在京宮崎市人会の
開催を検討する。また、適切な機
会を捉えてプロモーション大使を
活用した首都圏在住者へのプロ
モーション活動を行う。

・首都圏シティプロモー
ション推進事業

1,955,000 0 
企画
政策
課

※重点目標及びＫＰＩの欄に「★」が付記しているものは、2021年度実績値が未確定のため、2020年度実績値を用いて達成率を算出
※重点目標及びＫＰＩの欄が「白抜き文字」のものは、評価が３以下かつ新型コロナウイルス感染症の影響を受けた指標
※重点目標及びＫＰＩの欄が「太枠で囲み、下線を引いている」ものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標 32 ⑥ブランド力の向上（90～107）



2020 2021 2022 2023 2024

2021当初
予算額(円)

2021
決算額(円)

目標値

実績値

主要施
策

施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(2020.3策
定時)

出典
等

NO
2021
達成率

評
価

実績値(2021)
に対する説明

主な取組(2021)の内容及び成果 課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業　　　　　　　 

担当課

・みやざきフェニック
ス・リーグ開催支援事業

39,000,000 32,648,935 

・春季ベースボールキャ
ンプ支援事業

360,000 232,100 

・プロ野球宮崎キャンプ
受入事業

58,000,000 62,000,000 

・球春みやざきベース
ボールゲームズ開催支援
事業

21,000,000 10,567,430 

・プロ野球公式戦等開催
支援事業

2,000,000 2,000,000 

・みやざきゴルフパラダ
イス事業

20,000,000 20,000,000 

・プロスポーツ受入団体
補助事業

35,800,000 35,800,000 

・スポーツ等合宿受入事
業

10,000,000 9,684,164 

・宮崎市観光協会スポー
ツイベント補助事業

31,680,000 29,302,218 

・東京オリンピック・パ
ラリンピック等宮崎合宿
受入事業

23,184,000 17,413,273 

・スポーツ大会誘致推進
事業

13,000,000 6,138,825 

・ソフトテニスジュニア
ジャパンカップ事業

3,000,000 0 

・トライアスロンＷ杯宮
崎大会開催支援事業

2,000,000 0 

・東アジアＵ－１５ベー
スボール宮崎大会開催支
援事業

6,900,000 0 

・三球シャトル運行支援
事業

1,900,000 1,900,000 

・福岡ソフトバンクホー
クス公式戦開催支援事業

10,000,000 10,000,000 

プロ野
球キャ
ンプ来
場者数
(人)

609,100
(2018)

680,000 720,000 750,000 755,000 760,000 
ス
ポー
ツラ
ンド
推進
課調
べ

96 24.8% 1 

・新型コロナウイルス感染
症拡大の影響により、目標
値に達しなかったが、有観
客でのキャンプを行うこと
ができた。

※2020年度については、新
型コロナウイルス感染症拡
大のため、無観客実施によ
り来場者はなし。

－ 178,300

プロゴ
ルフ
トーナ
メント
来場者
数
(人)

50,160
(2018)

45,000 47,500 50,000 55,000 60,000 
ス
ポー
ツラ
ンド
推進
課調
べ

97 40.0% 1 

・新型コロナウイルス感染
症拡大の影響により、入場
制限が行われるなかでの実
施となり、目標値に達しな
かった。

2,501 18,982

Ｊリー
グキャ
ンプ
チーム
数
(チー
ム)

11
(2018)

14 14 14 14 14
ス
ポー
ツラ
ンド
推進
課調
べ

98 71.4% 2 

・本市でキャンプを実施希
望するチームは多数あるも
のの、既に決定している
チームのキャンプ日程と重
なるなど、日程が合わずに
断念するチームもあった。

10 10

スポー
ツ合宿
宿泊者
数
(人)

124,400
(2018)

155,000 160,000 165,000 165,000 165,000 

宮崎
市観
光統
計

99 23.5% 1 

・新型コロナウイルス感染
症拡大の影響により施設利
用が中止になったり、合宿
の実施を見送った団体など
がいたため、目標値に達し
なかった。

52,877 37,596

100

・ドイツ・英国・カナダ・イタ
リアのホストタウンとして、４
月24日から９月30日までの間、
宮崎駅周辺とまちなかを結ぶグ
リーンスローモビリティ「ぐ
るっぴー」に相手国の国旗を施
し、市民の相手国に対する応援
の機運醸成を図った。

・東京大会の開催に向けて、公
式アートポスターや聖火トーチ
等を市内公共施設やイベント会
場（街市）にて展示を行い、市
民の東京大会に向けた機運の醸
成を図った。

・宮崎県とともに、相手国への
応援メッセージを作成し、本市
で事前合宿等を実施された選手
等への配布を行い、相手国との
交流を図った。

・2021年度をもって事業終了

・東京オリンピック・パ
ラリンピックホストタウ
ン事業

1,400,000 1,052,172 
企画
政策
課

ス
ポー
ツラ
ンド
みや
ざき
の推
進

○ プロ野球やＪリーグ等のプ
ロスポーツキャンプの受入態
勢の充実を図るとともに、プ
ロゴルフトーナメント等のプ
ロスポーツイベントの開催を
支援するなど、スポーツラン
ドみやざきの認知度の向上と
誘客の促進を図る。

○ 温暖な気候や恵まれた自
然、スポーツ施設などの良好
な環境を国内外に発信し、ア
マチュアスポーツの大会や合
宿を誘致するなど、「総合ス
ポーツ戦略都市みやざき」の
取組を推進する。

○ プロスポーツやアマチュア
スポーツの大会や合宿等によ
る誘客と、観光資源が連携し
たスポーツツーリズムの取組
を推進する。

・東京2020オリンピック・パラ
リンピックについては、ドイツ
陸上・パラ陸上、イギリストラ
イアスロン・パラトライアスロ
ン、ノルウェートライアスロ
ン、カナダパラトライアスロ
ン、アメリカ女子サッカー、ボ
クシング合同（ドイツ、アメリ
カ、フランス、アイルランド、
オランダ、オーストラリア）の
事前合宿について、県、宿泊施
設と連携し、コロナ感染対策を
講じながら、受入れを行った。

・プロスポーツキャンプに関し
ては、継続してキャンプ実施と
なるよう、球団及びチームへの
依頼を行い、コロナ感染対策を
実施しながら一部有観客での
キャンプ実施につなげた。

・アマチュアスポーツ合宿につ
いては、コロナ禍の中、これま
で同様、宮崎市を合宿地として
選んでいただくよう、国の交付
金を活用し宿泊費補助等を実施
した。

・コロナ感染防止対策を講じた受
入がスタンダードととなってお
り、各チームやナショナルチーム
からのコロナ感染対策に係る要望
等に応える必要がある。

・県・宿泊施設・競技団体と連携
を図りながら、受入体制の充実を
図る。また、ナショナルチームの
合宿受入れについては、県が設立
する「国内外代表合宿受入実行委
員会」に参加し、さらなる誘致活
動及び体制の充実を図る。

・プロスポーツに限らず、アマ
チュア・大学のスポーツ合宿も積
極的に誘致していくために、観光
協会や宿泊施設等とも連携し受入
体制の充実を図る。

ス
ポー
ツラ
ンド
推進
課

※重点目標及びＫＰＩの欄に「★」が付記しているものは、2021年度実績値が未確定のため、2020年度実績値を用いて達成率を算出
※重点目標及びＫＰＩの欄が「白抜き文字」のものは、評価が３以下かつ新型コロナウイルス感染症の影響を受けた指標
※重点目標及びＫＰＩの欄が「太枠で囲み、下線を引いている」ものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標 33 ⑥ブランド力の向上（90～107）



2020 2021 2022 2023 2024

2021当初
予算額(円)

2021
決算額(円)

目標値

実績値

主要施
策

施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(2020.3策
定時)

出典
等

NO
2021
達成率

評
価

実績値(2021)
に対する説明

主な取組(2021)の内容及び成果 課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業　　　　　　　 

担当課

・ホテル・旅館等リノ
ベーション支援事業

- -

・宮崎市観光案内所リ
ニューアル事業

- -

・神話・観光ガイド支援
事業

- -

・ホテル・旅館等魅力
アップ支援事業

10,150,000 6,869,500 

210 220 230 240 250 

207 299

46,444 47,444 48,444 49,444 50,444 

8,548 11,276

1,600万 1,600万 1,600万 1,600万 1,600万
・物産と観光展開催支援
事業

2,000,000 58,110 

－ -
・記紀編さん関連商品開
発支援事業

・みやざきどれ農産物ブ
ランド力アップ事業

9,799,000 9,799,000 

・特産農産物産地強化支
援事業

1,100,000 1,066,000 

県外観
光客の
リピー
ターの
割合
(％)

59.1
(2018)

60.0 61.0 62.0 63.0 64.0 

宮崎
市観
光動
態分
析調
査

101 96.2% 4 

・新型コロナウイルス感染
症の影響で観光客が減少す
る中、目標値に近い数値を
達成することができた。

・ホテル・旅館魅力アップ事業
の実施により、宿泊施設の魅力
向上に寄与した。

・泊得キャンペーンにより、旅
行者の満足度が向上した。

・これまで取り組んできた満足度
向上に繋がる事業や情報発信等に
一定の効果があったものと考えら
れる。

・リピーターの確保につながる事
業を継続して取り組んでいく必要
がある。

61.0 58.7 

宮崎市
観光協
会ホー
ムペー
ジアク
セス数
(万回)

196.5
(2018)

観光
戦略
課調
べ

102 135.9% 5 

・新型コロナウイルス感染
症の影響で観光客数が減少
したが、目標以上のアクセ
ス数が得られた。

・泊得キャンペーンの実施や、
プロ野球キャンプの有観客での
開催がアクセス数を押し上げた
原因と考えられる。

・ぎょうざ等の特集記事や、モ
デルコースの掲載を行った。

・特集記事の掲載等による継続的
なホームページの更新を行う。

観光案
内所来
場者数
(人)

30,963
(2018)

観光
戦略
課調
べ

103 23.8% 1 

・新型コロナウイルス感染
症の影響で観光客数の減少
や、案内所の閉鎖を行った
ため、目標を達成すること
が出来なかった。

・新型コロナウイルス感染症へ
の対応を行いながら、運営を
行った。

・多言語対応など案内所職員のス
キルアップのための取組を検討す
る。

・新型コロナウイルスへの対応を
行う。

国内
外の
市場
開拓

○ 商工団体等が開催する物産
展やセミナー、商談会等に係
る取組を支援し、特産品等の
市場開拓や販路拡大を図る。

○ 周辺の自治体や関係団体、
地域と連携して、農畜水産物
や産地のブランド化を推進す
るとともに、関係団体等が行
う海外への輸出の取組を支援
し、国内外への販路拡大を図
る。

○ 農商工連携や６次産業化で
開発した商品のプロモーショ
ン、県内外のシェフを活用し
た食材のＰＲなど、官民の多
様な団体で構成するみやＰＥ
Ｃ推進機構の取組を支援し、
農畜水産物や加工品等の消費
拡大と販路拡大を図る。

国内外
におけ
る物産
展の売
上額
(円)

1,604万
(2018)

商業
政策
課調
べ

104 - -

・新型コロナウイルス感染
症感染拡大の影響により、
県外との往来を自粛する必
要があったため、橿原市と
の物産展を開催することが
できなかった。

・橿原夢の森フェスティバルへ
の参加及び山形屋物産展を開催
する予定であったがどちらも感
染症の影響で実施できなかっ
た。

・例年開催されていた山形屋物産
展については、姉妹都市奈良県橿
原市の意向により、2022年度から
非開催となった

・今後は販路拡大も視野に、事業
構築を検討する

商業
政策
課

農畜産
物のブ
ランド
認証品
の売上
額(円)

72.4億
(2018)

80.0億 80.0億 80.0億 73.0億 73.0億

農業
振興
課調
べ

105 100.4% 5 

・新型コロナウイルス感染
症の影響でイベント等は開
催できなかったが、各団体
等と連携し、デジタルサイ
ネージの活用や子牛セリラ
イブ配信など効果的な農畜
産物のPR活動や販促活動を
行ったこと、また、ドライ
ブスルー方式等による販売
を取り入れたことにより目
標値を達成することができ
た。

【農林水産物の販路拡大・ブラ
ンド力の向上】
・みやざき中央農産物ファン拡
大事業委員会」や「みやざき中
央畜産物消費拡大推進協議会」
と連携し、本市産農畜産物のPR
活動や販売活動など消費拡大の
取組を行った。

・畜産については、宮崎市漁協
やみやざき中央ファン拡大推進
協議会、及び市茶業協議会、中
部地頭鶏協議会とコラボし、焼
肉パックセットをドライブス
ルー方式により販売した。

・フジテレビの「めざましテレ
ビ」の「めざましじゃんけん
コーナー」に、完熟マンゴー
「太陽のタマゴ」、「宮崎牛」
を提供し、ともに40万以上の応
募を得るなど、効果的なPRを行
うことができた。　

・市産品の販路拡大やプロモー
ションに関係する庁内部局とみや
PEC推進機構との連携を強化し、
国内及び海外の販路拡大を図る。
・本市産農産物のブランド化や消
費拡大により生産者の所得向上を
図るため、「みやざき中央農産物
ファン拡大事業委員会」や「みや
ざき中央畜産物消費拡大推進協議
会」の取り組みを引き続き支援す
る。
・生産者数の減少に歯止めがかか
らない本市特産の伝統野菜である
「やまいき黒皮かぼちゃ」のほ
か、アールスメロンや高岡文旦、
デルフィニウムなど希少な品目に
ついて、生産から販売までの一貫
した取組を継続的に支援し、産地
維持に向けた取組を強める。
・本市産茶商品のPRや新たな地域
特産農産物のブランディングに取
組んでいく。

農業
振興
課

80.3億 80.3億
・みやざきの畜産物販売
促進活動事業

2,000,000 2,000,000 

観光
客受
入環
境の
充実

○ 国内外からの観光誘客を図
るため、観光拠点となる公共
施設の設備を更新するととも
に、ホテルや旅館等が実施す
るリノベーション、Ｗｉ－Ｆ
ｉ環境等の整備を支援し、観
光客の受入環境の充実を図
る。

○ 民間事業者が実施する空港
等の交通拠点での観光客の滞
在性を高める取組や、主要観
光地における交通アクセスを
確保する取組などを支援し、
観光客の利便性の向上を図
る。

○ 神話・観光ボランティアを
育成し、観光ホスピタリティ
（おもてなしの心）の機運を
醸成する取組を推進する。

観光
戦略
課

※重点目標及びＫＰＩの欄に「★」が付記しているものは、2021年度実績値が未確定のため、2020年度実績値を用いて達成率を算出
※重点目標及びＫＰＩの欄が「白抜き文字」のものは、評価が３以下かつ新型コロナウイルス感染症の影響を受けた指標
※重点目標及びＫＰＩの欄が「太枠で囲み、下線を引いている」ものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標 34 ⑥ブランド力の向上（90～107）



2020 2021 2022 2023 2024

2021当初
予算額(円)

2021
決算額(円)

目標値

実績値

主要施
策

施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(2020.3策
定時)

出典
等

NO
2021
達成率

評
価

実績値(2021)
に対する説明

主な取組(2021)の内容及び成果 課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業　　　　　　　 

担当課

・地産外商推進サポート
事業

5,343,000 5,343,000 

・宮崎の豊かな食材輸出
支援事業

5,900,000 5,900,000 

・宮崎の豊かな食材魅力
発信戦略事業

6,906,000 6,906,000 

・食育・地産地消推進支
援事業

1,000,000 394,000 

106

・みやPEC推進機構が実施する各
種の取組を支援した。

①2月にニュートーキョービヤ
ホール数寄屋橋本店で「宮崎の"
旬の食材"展示商談会」を開催
（16社が参加）

②11月に福岡市内で開催された
展示商談会「フードスタイル九
州2021」への出展支援（2社）

③台湾において、台湾ＳＯＧＯ
ほか百貨店数か所で行う物産展
に出展

④10月～11月と2月～3月に市内
ホテル・飲食店での「"宮崎の旬
を楽しむ"企画」を実施

⑤3月～5月に神戸市内ホテル、3
月に札幌市内のレストランでの
宮崎フェアを実施

⑥10月に国文祭・芸文祭宮崎
2020関連イベントを開催

・新型コロナウイルス感染症の影
響により、農林水産物を活用した
シティプロモーションの取組が実
施できない状況となっている。

・みやPEC推進機構がこれまで取
り組んできた中国（上海・青島）
への販路拡大の取組が停滞してい
る。

・庁内関係各課及びみやPEC推進
機構と連携し、販路拡大等の取組
を推進する。

・海外輸出については、台湾、シ
ンガポール、香港を中心として展
開する。

農政
企画
課

107

・日本農業遺産保全計画の目標
達成に向けて、田野・清武地域
日本農業遺産推進協議会の組織
体制の見直しを行い、具体的な
施策を展開した。

・本協議会の「ロゴマ－ク」使
用基準を策定し、地域農産物等
のブランド化を図った。

・地域農業の知恵と技術、魅力
を次世代へ継承していくため、
小学生から高校生が学ぶ機会を
提供し、地産地消教室や環境教
育等を実施した。

・日本農業遺産PRのため、商業
施設や空港及び地元特産品販売
施設等でのイベントや、地域ま
ちづくり協議会と連携し、PR推
進や消費喚起に繋がるイベント
を実施した。

・田野・清武地域では、露地畑作
を中心に発展してきており、今後
も持続可能な農林業システムを維
持していくためには、田野・清武
地域日本農業遺産推進協議会の専
門部会の活動を通じて、新たな畑
作営農の支援に繋がる制度事業の
構築や宮崎県内の世界・日本農業
遺産認定地域とも連携して消費拡
大へのPRに継続的に取り組む。

・第13次宮崎市農林水産業振興基
本計画の基本施策との整合性を図
り、部局横断的に農産物のブラン
ド化、６次産業化の推進など、地
域の活性化と地域農業の振興に取
り組む。

・田野・清武地域日本農
業遺産推進事業

3,800,000 3,739,715 

田
野・
農林
建設
課

国内
外の
市場
開拓

○ 商工団体等が開催する物産
展やセミナー、商談会等に係
る取組を支援し、特産品等の
市場開拓や販路拡大を図る。

○ 周辺の自治体や関係団体、
地域と連携して、農畜水産物
や産地のブランド化を推進す
るとともに、関係団体等が行
う海外への輸出の取組を支援
し、国内外への販路拡大を図
る。

○ 農商工連携や６次産業化で
開発した商品のプロモーショ
ン、県内外のシェフを活用し
た食材のＰＲなど、官民の多
様な団体で構成するみやＰＥ
Ｃ推進機構の取組を支援し、
農畜水産物や加工品等の消費
拡大と販路拡大を図る。

※重点目標及びＫＰＩの欄に「★」が付記しているものは、2021年度実績値が未確定のため、2020年度実績値を用いて達成率を算出
※重点目標及びＫＰＩの欄が「白抜き文字」のものは、評価が３以下かつ新型コロナウイルス感染症の影響を受けた指標
※重点目標及びＫＰＩの欄が「太枠で囲み、下線を引いている」ものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標 35 ⑥ブランド力の向上（90～107）



第２期宮崎市地方創生総合戦略　重点目標及びＫＰＩ(重要業績成果指標)等実績評価シート

重点
項目

基本的
方向

A B C D E F G Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ Ｌ Ｍ Ｎ Ｏ Ｐ
2020 2021 2022 2023 2024

26.9 28.4 29.9 30.0 30.0 

22.4 21.2 

A B C D E F G H I Ｊ Ｋ Ｌ Ｍ Ｎ Ｏ Ｐ Ｑ Ｒ S T

2020 2021 2022 2023 2024

担当課

2021当初
予算額(円)

2021
決算額(円)

45.0 45.0 45.0 45.5 46.0 

47.1 51.3 

109

・施設情報の「共有化・一元化・見える
化」を図るため、宮崎市公共施設経営シ
ステムを運用。
・2021年度の施設評価では、エリアマネ
ジメントの視点を取り入れるとともに、
利用料金制の指定管理施設における施設
評価を実施した。
・また、公共施設全体の考え方を示した
公共施設等総合管理計画の改訂を行っ
た。

・「投資の厳選」により、「最適な
量」の施設を保有し、改修や建替えの
周期を長期化する「長寿命化」を図る
必要がある。
・そのため、施設評価を適切に実施す
るとともに、公共施設等総合管理計画
や、施設毎の個別施設計画の進捗・成
果等を検証しながら、計画を着実に推
進する。

・公共施設経営シス
テム運用事業

821,000 798,160 
都市戦
略課

110

・2017年度からPFI方式により公設合併
処理浄化槽事業を実施しており、民間事
業者の技術やノウハウを活かした取組み
により、2021年度の実績が、目標150基
に対し160基の設置となり、期待通りの
成果が得られている。
・PFI方式への移行に伴い、申請から使
用開始までの期間が短縮され、住民の利
便性が向上した。

・概ね順調に事業が進捗している。
・今後の設置基数が目標に到達するた
めに、住民のニーズを的確に把握する
とともに、PFI事業者と十分に連携を図
りながら事業の普及促進に努めてい
く。
・合併処理浄化槽の整備促進に加え、
既存浄化槽の適正な維持管理に対する
意識の醸成を図り、公共用水域の水質
保全に努めるものとする。

・公設合併処理浄化
槽整備推進事業
(PFI)

214,540,000 220,023,748 
環境施
設課

111

・市域界に係る国道の整備促進を各市町
村と合同で要望し、2022年度の道路整備
予算を確保した。

・引き続き、各市町村と連携し国道等
の整備促進を図る。

・各市町村との情報交換を図る。

・インフラ整備等に
係る情報交換

土木課

７　「広域公共交通網の構築とインフラの
　　維持・整備」

■ 都市機能の維持・強化を図るため、インフラの長寿命化、公共施設の総量の適正化や質を向上させる取組を推進し、民間活力を最大限に生かした管理運営を行うととも
に、公民連携による公的資産の利活用を図る。
■ 都市拠点間を結ぶ陸・海・空路における移動手段を確保するとともに、生活機能を維持していくため、地域の多様な主体が連携し、路線バスの維持やコミュニティ交通
の導入など、地域における交通ネットワークを構築する。
■ コールドチェーンを踏まえ、トラック輸送におけるネットワークの構築を図るとともに、モーダルシフトを推進することで、物流体制を確保する。
■ フェリー貨物における新たな需要を開拓し、食料供給基地としての宮崎港の機能強化を図る。

目標値
実績値

目標値

実績値

重点目標
現況値
(2020.3
策定時)

出典等
2021
達成率

評
価

実績値(2021)に対する説明 担当課

「公共交通の利便性が確保されている」
と思う人の割合(％)

22.6
(2018)

市民意識
調査

74.6% 2 

・バス停の環境整備や鉄道駅のバリアフリー化による利
便性向上や利用者回帰に取り組んだが、引き続くコロナ
感染症の影響に伴う外出機会の減少により、目標未達成
となった。

都市戦略課

主要施
策

施策の概要 ＫＰＩ
現況値
(2020.3
策定時)

出典等 NO
2021
達成率

評
価

実績値(2021)
に対する説明

主な取組(2021)の内容及び成果 課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業　　　　　　　 

都市
機能
の集
約化

○ 公共施設やインフラ等
の利用需要の変化を踏ま
え、宮崎市公共施設等総合
管理計画に基づき、更新や
統廃合、長寿命化、今後増
大する維持管理費の低減な
ど、公共施設の最適な配置
や運営に向けた取組を推進
するとともに、地域経済の
活性化を図る観点から、関
係機関や民間との連携によ
るインフラ等の整備のほ
か、公的資産の利活用を検
討し、財政負担の軽減や平
準化を図る。

○ 本格的な人口減少・超
高齢社会の到来を見据え、
医療・商業施設等の適正な
配置を誘導し、日常生活に
必要となる公共サービスが
身近に存在する都市構造を
目指す。

「良好な
市街地が
整備さ
れ、都市
機能がコ
ンパクト
にまと
まってい
る」と思
う人の割
合
(％)

40.7
(2018)

市民意
識調査

108 114.0% 5 

・市街化区域内の
主要な都市計画道
路等の整備が進む
とともに、中心部
におけるマンショ
ンや大型商業施設
の立地などまちな
かへの居住や商業
等都市機能の集
積・充実が期待さ
れていることによ
り、目標を達成す
ることができた。

・2020年6月に策定した立地適正化計画
をホームページや窓口対応等により、広
く周知した。

・立地適正化計画を推進するにあた
り、市民の理解を深めながら、地域の
実情に応じた具体的な誘導施策が必要
である。

・立地適正化計画を運用し、設定され
た誘導区域外の建築に対する届出によ
り長時間かけて緩やかに都市機能や居
住の誘導を進めコンパクトな都市を形
成する。

・立地適正化計画策
定事業

0 0 
都市計
画課

※重点目標及びＫＰＩの欄に「★」が付記しているものは、2021年度実績値が未確定のため、2020年度実績値を用いて達成率を算出
※重点目標及びＫＰＩの欄が「白抜き文字」のものは、評価が３以下かつ新型コロナウイルス感染症の影響を受けた指標
※重点目標及びＫＰＩの欄が「太枠で囲み、下線を引いている」ものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標 36 ⑦広域公共交通網の構築とインフラの維持・整備（108～115）



2020 2021 2022 2023 2024

担当課

2021当初
予算額(円)

2021
決算額(円)

目標値

実績値

主要施
策

施策の概要 ＫＰＩ
現況値
(2020.3
策定時)

出典等 NO
2021
達成率

評
価

実績値(2021)
に対する説明

主な取組(2021)の内容及び成果 課題と方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業　　　　　　　 

・宮崎港振興協会運
営事業

1,000,000 0 

・宮崎港物流活性化
支援事業

1,000,000 813,358 

・宮崎ブーゲンビリ
ア空港国際航空貨物
輸出支援事業

500,000 321,800 

・長距離フェリー輸
送力強化対策支援事
業(貨物対策支援）

5,000,000 5,000,000 

主要バス
ターミナ
ルにおけ
る路線バ
ス乗降客
数
(人)

1,552千
(2018)

1,464千 1,469千 1,469千 1,550千 1,550千

都市戦
略課調
べ

112 85.2% 3 

・新型コロナウイ
ルスにおける外出
自粛等の影響によ
り、利用者の大幅
な減少に繋がり、
目標未達成となっ
た。

・人口減少や少子高齢化、コロナウイル
ス感染症の影響により利用者が減ってい
る中、バス停上屋の設置やMaaSアプリの
機能向上による利用環境・利便性向上に
努めたが、長引く新型コロナウイルスの
影響により利用者がさらに減少した。

・地域公共交通網形成計画において定
めた施策を着実に進めていく。

・県及び関係自治体、交通事業者と連
携し、持続可能な交通ネットワークの
確保に向けた効率的な路線網の再編等
に努める。

・コミュニティ交通
運営支援事業

20,000,000 7,562,805 

1,364千 1,252千
・地方バス路線存続
支援事業

28,000,000 58,268,000 

宮崎空港
路線利用
者数(人)

3,332千
(2018)

3,150千 3,200千 3,250千 3,300千 3,350千

都市戦
略課調
べ

113 43.4% 1 

・新型コロナウイ
ルスの影響による
運休等で、目標を
達成することがで
きなった。

・コロナ禍による航空需要の低迷を受
け、宮崎空港ビルが就航会社に対して実
施する空港施設使用料の減免措置額を支
援。就航会社の経済的負担を軽減し、宮
崎ブーゲンビリア空港就航路線の維持存
続を図った。

・また宮崎空港振興協議会を通し、各航
空会社が取り組む利用促進策を支援。し
かしながら、コロナ禍の影響は継続して
おり、利用者数は国内線約140万人
（2020年度比153%、2019年度比：44%）
であった。（国際線については、2020年
3月より運休。）

・関係機関と連携し、状況を踏まえ、
運航再開にかかる支援を検討する。

・宮崎ブーゲンビリ
ア空港航空ネット
ワーク強化支援事業

3,600,000 0 

910千 1,390千
・総合交通対策事業
(宮崎空港振興協議
会)

3,860,000 2,799,681 

フェリー
旅客数
(人)

179,375
(2018)

192,000 196,000 200,000 190,000 190,000 

都市戦
略課調
べ

114 38.7% 1 

・新型コロナウイ
ルス感染拡大の影
響による移動制限
などが原因とな
り、目標を達成す
ることができなっ
た。

・長距離フェリーについては、県、市、
事業者が協力し、2022年の新船就航に向
けたプロモーションを実施したが、感染
症の影響は継続しており、旅客数は
75,806人（2020年度比：108%、2019年度
比：44%）となった。

・新船建造に係る貸付事業については、
ふるさと融資制度（ふるさと財団）の申
請を行い、事業実施の承認を得た。

・関係機関と連携し、新船就航に向け
たPR及び利用促進策に取り組む。

・また、ふるさと融資を活用した、新
船建造に係る貸付を着実に実行する。

・長距離フェリー輸
送力強化対策支援事
業（旅客対策支援）

5,000,000 5,000,000 

70,004 75,806

物流
体制
の整
備

○ 関係機関や関係団体等
と連携して、宮崎港の定期
航路や宮崎空港の国際航空
を利用する輸送に要する費
用の負担を軽減するなど、
港や空港を活用した物流の
活性化を図る。

○ トラック輸送における
ネットワークの構築をはじ
め、フェリーや鉄道への
モーダルシフトの推進な
ど、物流の活性化に向けた
取組を検討し、物流体制の
整備を図る。

宮崎港の
取扱貨物
量
(トン)

7,620千
(2018)

7,839千 7,917千 7,996千 8,150千 8,150千

都市戦
略課調
べ

115 82.0% 3 

・新型コロナウイ
ルス感染拡大の影
響による飲食店の
休業に伴う農畜産
物の移出減少など
が原因となり、目
標を達成すること
ができなった。

・落ち込む夏場の貨物対策を支援した。
新規貨物の増加も見られたものの、新型
コロナウイルス感染拡大の影響が継続し
ており、貨物輸送台数は59,918台（2020
年度比：99%、2019年度比：90%）となっ
た。

・関係機関と連携し、新船の機能（大
型化、ドライバー環境改善など）を活
かした、貨物需要の獲得を図る取組み
を支援する。

都市戦
略課

6,521千 6,489千

広域
公共
交通
網の
構築

○ 団体利用の支援や関係
機関と連携したＰＲ等によ
り、宮崎港や宮崎空港の利
用を促進し、国内外からの
入込客数の増加を図る。

○ 官民が連携して、日常
生活やビジネス、観光等の
主要な交通機関となる鉄道
や路線バスの運行を維持す
るため、利用促進に向けた
啓発活動などに取り組むと
ともに、地域の多様な主体
が運営するコミュニティ交
通の運行を支援するなど、
市域における日常生活に必
要な交通手段の確保を図
る。

○ＩｏＴやＡＩを活用して
自家用車以外の全ての交通
手段を１つのサービスとし
て垣根なくつなぐ「Ｍａａ
Ｓ」の視点を取り入れるな
ど、公共交通網の再構築に
よる広域的な交通ネット
ワークの形成を検討し、広
域公共交通網の構築を図
る。

都市戦
略課

※重点目標及びＫＰＩの欄に「★」が付記しているものは、2021年度実績値が未確定のため、2020年度実績値を用いて達成率を算出
※重点目標及びＫＰＩの欄が「白抜き文字」のものは、評価が３以下かつ新型コロナウイルス感染症の影響を受けた指標
※重点目標及びＫＰＩの欄が「太枠で囲み、下線を引いている」ものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標 37 ⑦広域公共交通網の構築とインフラの維持・整備（108～115）


